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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

　

回次 第８期 第９期 第10期 第11期 第12期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

売上高 (千円) 15,080,50324,165,61140,324,75848,850,69651,762,332

経常利益 (千円) 505,004 942,6531,737,5331,375,470929,292

当期純利益 (千円) 275,109 549,5221,235,736303,707 611,563

純資産額 (千円) 4,676,6565,295,0896,609,4828,200,5847,753,723

総資産額 (千円) 8,365,58710,817,78715,268,88917,063,40317,109,000

１株当たり純資産額 (円) 18,405.6920,737.0812,854.4114,974.3814,195.14

１株当たり当期純利益 (円) 1,087.532,158.342,412.51 590.18 1,186.77

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) 1,064.532,113.242,344.72 583.63 1,182.64

自己資本比率 (％) 55.9 49.0 43.3 45.2 42.8

自己資本利益率 (％) 5.9 11.0 20.8 4.2 8.1

株価収益率 (倍) 196.8 124.2 187.4 168.4 49.9

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 394,063 820,402 883,0561,743,480517,691

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △439,019△572,214△3,073,465△2,041,956△1,856,914

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 380,295 70,085 504,791△41,556△176,916

現金及び現金同等物
の期末残高

(千円) 4,010,8094,329,0822,676,5042,336,470783,207

従業員数 (名) 145 197 319 388 427

(注) １　売上高には消費税等は含まれておりません。

２　第10期において、平成17年７月20日付で株式１株を２株に分割しております。

３　純資産額の算定にあたり、平成19年３月期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会

計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用

指針第８号）を適用しております。
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(2) 提出会社の経営指標等

　

回次 第８期 第９期 第10期 第11期 第12期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

売上高 (千円) 14,991,62321,372,22733,923,21440,778,92844,117,658

経常利益 (千円) 567,338 926,4891,617,8381,617,3091,484,678

当期純利益 (千円) 308,503 540,1241,017,397464,5481,009,871

資本金 (千円) 2,115,2332,184,5882,339,6092,381,9752,387,965

発行済株式総数 (株) 254,091.20255,350.20514,192.40515,260.40515,458.40

純資産額 (千円) 4,776,5375,385,5636,543,7887,920,3677,909,460

総資産額 (千円) 8,266,41610,151,79113,364,43915,427,35015,934,917

１株当たり純資産額 (円) 18,798.7921,091.4012,726.6515,371.9515,344.95

１株当たり配当額
(内１株当たり中間配当
額)

(円)

(円)

―

(―)

―

(―)

200

(―)

200

(―)

200

(―)

１株当たり当期純利益 (円) 1,219.542,121.421,986.25 902.74 1,959.70

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) 1,193.752,077.101,930.44 892.71 1,952.89

自己資本比率 (％) 57.8 53.0 49.0 51.3 49.6

自己資本利益率 (％) 6.9 10.6 17.1 6.4 12.8

株価収益率 (倍) 175.5 126.3 227.6 110.1 30.2

配当性向 (％) ― ― 10.1 22.2 10.2

従業員数 (名) 126 145 223 271 285

(注) １　売上高には消費税等は含まれておりません。

２　平成15年10月14日付をもって、公募増資を行っております。その結果、資本金は2,085,148千円、発行済株式総数

は253,544.20株となっております。

３　第10期において、平成17年７月20日付で株式１株を２株に分割しております。

４　第10期における配当金は、会社創立10周年記念配当であります。

５　純資産額の算定にあたり、平成19年３月期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会

計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用

指針第８号）を適用しております。
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２ 【沿革】

平成８年６月 株式会社電通とソフトバンク株式会社の共同事業により、株式会社サイバー・コ

ミュニケーションズを資本金１億円で設立、インターネットや商用オンライン・

サービスなどのネットワーク上の広告及び関連事業を開始。

平成８年７月 ヤフー株式会社のインターネット広告の取り扱いを開始。

平成８年10月 マイクロソフト株式会社のインターネット広告の取り扱いを開始。

平成10年１月 インターネット広告の配信サービス「cci AD Network」の配信サービスを開始。

平成９年３月 本店を東京都港区に移転。

平成10年２月 本店を東京都港区に移転。

平成10年10月本店を東京都中央区に移転。

平成12年３月 資本金を８億円に増資。

平成12年４月 大阪府大阪市に大阪支社開設。

平成12年５月 資本金を10億2,400万円に増資。

平成12年９月 大阪証券取引所ナスダック・ジャパン市場（現・ヘラクレス市場）に上場。

資本金を16億1,900万円に増資。

平成13年７月 株式会社メールニュースを吸収合併。

資本金を19億2,329万円に増資。

平成13年７月 株式会社ジャパン・モバイル・コミュニケーションズの設立。

平成15年５月 本店を東京都中央区に移転。

平成15年７月 株式会社電通イー・リンク（現・連結子会社）の設立。

平成15年10月東京証券取引所マザーズ市場に上場。

資本金を20億8,514万円に増資。

平成15年12月株式会社トゥルース・ランディング（平成16年３月に株式会社インストア・コ

ミュニケーションズに商号変更、現・連結子会社）に出資。

平成16年11月株式会社スリーピー（現・連結子会社）に出資。

平成16年12月株式会社電通テーブルメディアコミュニケーションズ（平成18年12月に株式会社

電通オペレーション開発に商号変更、現・関連会社）の設立。

平成17年３月 情報セキュリティ規格（BS7799及びISMS認証基準）の取得。

平成17年４月 株式会社インビジブルハンド（平成18年11月に株式会社クライテリア・コミュニ

ケーションズに商号変更、現・連結子会社）に出資。

平成17年10月株式会社イース（現・関連会社）に出資。

平成17年11月株式会社テクノネットに出資。

平成17年12月株式会社インビジブルハンド（平成18年11月に株式会社クライテリア・コミュニ

ケーションズに商号変更、現・連結子会社）からの会社分割により株式会社ハンド

シェークテクノロジーズ（現・連結子会社）を設立。

平成18年３月 福岡県福岡市に九州支社開設。

平成18年４月 愛知県名古屋市に中部支社開設。

平成18年４月 株式会社クロスウィンド（現・連結子会社）の設立。

平成19年６月 本店を東京都港区に移転。

平成19年９月 株式会社テクノネットを持分法適用から除外。

平成20年２月 株式会社ジャパン・モバイル・コミュニケーションズを持分法適用から除外。
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３ 【事業の内容】

(1) 当社の業務の概要

当企業集団は、以下の企業群により構成されております。

　

会社名 主な事業内容
当社との

取引関係

当社からの

出資比率

当社への

出資比率

（当社）

㈱サイバー・コミュニケーションズ インターネット広告事業 ― ― ―

（親会社）

㈱電通※１ 広告業 販売先 ― 47.5%

（連結子会社）

㈱電通イー・リンク インターネット広告事業 販売先 66.0% ―

㈱インストア・コミュニケーションズ マーケティング事業 業務委託 51.2% ―

㈱スリーピー イベント、マーケティング企画等 販売先 95.4% ―

㈱クライテリア・コミュニケーションズ インターネット広告事業 仕入先 75.0% ―

㈱クロスウィンド※５ クロスメディアコンテンツの企画・制作 販売先 66.0% ―

その他１社※２ ― ― ― ―

（関連会社）

㈱電通オペレーション開発 折込広告制作 ― 25.0% ―

㈱イース インターネットソリューション事業 業務委託 36.8% ―

　　※１　㈱電通は、当社の株式の47.5％を保有している「親会社」であります。

　　※２　㈱ハンドシェークテクノロジーズについては、重要性が低下したため、当連結会計年度より「その他１社」として

記載することにしております。

㈱ハンドシェークテクノロジーズは、当社連結子会社である㈱クライテリア・コミュニケーションズの連結子

会社であり、当社が間接保有する子会社でありましたが、平成20年５月15日に㈱クライテリア・コミュニケー

ションズと合併しております。

　　※３　㈱テクノネットについては、平成19年９月28日に保有株式の一部を売却し議決権比率が低下したため、持分法の適

用から除外することにしております。

　　※４　㈱ジャパン・モバイル・コミュニケーションズについては、平成20年２月29日に保有株式の全部を売却したため、

持分法の適用から除外することにしております。

　　※５　㈱クロスウィンドについては、当社が平成20年５月30日に発行済株式の残りを全て取得し、当社からの出資比率が

100.0％となっております。

　

　

当企業集団は、主にインターネット広告の企画・開発・販売などを中心とする広告事業を展開してい

るほか、企業の販売促進支援やイベント業務の受託、電子商取引サービスの提供などのマーケティング支

援、プロモーションの企画・制作なども手がけ、広告事業を幅広くカバーする体制を整えております。
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[事業系統図]

当企業集団の事業の系統図は以下のとおりであります。
　

　

※　　当企業集団は、広告会社を通じて広告商品や各種広告サービスの提供を行っておりますが、連結子会社及び

関連会社においては、広告主と直接取引する場合もあります。
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４ 【関係会社の状況】

　

名称 住所
資本金

(千円)

主要な事業

の内容

議決権の

所有(被所有)割合
関係内容 摘要

所有割合

(％)

被所有割合

(％)

(親会社)

㈱電通 東京都港区 58,967,100・広告業 ―　 47.5　
当社のインターネット広

告の販売先であります。
(注)１

(連結子会社)

㈱電通イー・リンク 東京都港区 400,000
・インターネット

広告事業
66.0　 ―　

当社のインターネット広

告の販売先であります。

役員の兼任　３名

(注)２

㈱インストア・コミュニケー

ションズ
東京都港区 75,000

・マーケティング

事業
51.2　 ―　

当社が業務受託先となっ

ております。

役員の兼任　１名

―

㈱スリーピー 東京都中央区 58,750

・イベント、マー

ケティング企

画等

95.4　 ―　

当社のインターネット広

告の販売先であります。

役員の兼任　３名

―

㈱クライテリア・コミュニ

ケーションズ
東京都港区 277,511

・インターネット

広告事業
75.0 ―　

当社のインターネット広

告の仕入先であります。

役員の兼任　４名

(注)２

㈱クロスウィンド 東京都港区 150,000

・クロスメディア

コンテンツの

企画、制作

66.0 ―　

当社のインターネット広

告の販売先であります。役

員の兼任　１名

(注)６

その他１社 ― ― ― ― ―　 ― (注)３

(関連会社) 　

㈱電通オペレーション開発 東京都中央区 245,000・折込広告制作 25.0　 ―　 取引関係はありません。 ―

㈱イース 東京都港区 275,840

・インターネット

ソリューショ

ン事業

36.8 ―　

当社の業務委託先であり

ます。

役員の兼任　２名

―

(注)１　有価証券報告書を提出しております。

　　　２　特定子会社であります。

　　　３　㈱ハンドシェークテクノロジーズについては、重要性が低下したため、当連結会計年度より「その他１社」として

記載することにしております。

㈱ハンドシェークテクノロジーズは、当社連結子会社である㈱クライテリア・コミュニケーションズの連結子

会社であり、当社が間接保有する子会社でありましたが、平成20年５月15日に㈱クライテリア・コミュニケー

ションズと合併しております。

　　　４　㈱テクノネットについては、平成19年９月28日に保有株式の一部を売却し議決権比率が低下したため、持分法の適

用から除外することにしております。

　　　５　㈱ジャパン・モバイル・コミュニケーションズについては、平成20年２月29日に保有株式の全部を売却したため、

持分法の適用から除外することにしております。

　　　６　㈱クロスウィンドについては、当社が平成20年５月30日に発行済株式の残りを全て取得し、当社の議決権の所有割

合が100.0％となっております。
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５ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

当企業集団の事業は単一セグメントの事業であるため、事業の種類別セグメント情報を記載しており

ません。事業部門別の従業員数を示すと次のとおりであります。
平成20年３月31日現在

事業部門の名称 従業員数(人)

営業部門 174

メディア部門 97

その他部門 102

全社（共通） 54

合計 427

(注) １　従業員数は就業人員であります。

２　前期に比べて39名増加しておりますが、これは業容の拡大に伴う従業員の採用によるものであります。

　

(2) 提出会社の状況

平成20年３月31日現在

従業員数(人) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円)

285 29.4 2.3 4,678

(注) １　従業員数は就業人員であります。

２　従業員には役員・他社出向社員・臨時（派遣社員・アルバイト等）社員を含まず、受入出向社員、契約社員を

含みます。

３　平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

　

(3) 労働組合の状況

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。
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第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

経営環境

当連結会計年度（平成19年４月１日～平成20年３月31日）におけるわが国経済は、堅調な企業収益を背景

とした設備投資の増加や雇用情勢の改善がみられるものの、サブプライムローン問題をきっかけとした米国

景気の後退懸念や原油価格の高騰等の不安要因を抱え、先行き不透明感が増してきております。

　平成19年の日本の総広告費につきましては、株式会社電通発表の「日本の広告費」によると前年比1.1％増

の7兆0,191億円となりました。当企業集団の主要領域であるインターネット広告市場につきましては、成長は

緩やかになったものの、前年比24.4％増の6,003億円となり、成長を続けております。 

　

営業の概況

上記の経営環境のもと、当企業集団では平成19年４月に発表いたしました中期経営計画に基づいた施策を

実行してまいりました。次世代型インタラクティブ広告業務支援システム「AD-SCRUM」の開発、国内外の企業

との業務提携、新商品の開発等を積極的に行い、更にはクライアントニーズに即座に対応できる組織体制の整

備に取り組んでまいりました。その結果、当連結会計年度の売上高は51,762百万円（前年度比6.0％増）、営業

利益は1,048百万円（同27.1％減）、経常利益は929百万円（同32.4％減）、当期純利益は611百万円（同

101.4％増）となりました。

　主力であるインターネット広告分野のうちウェブ広告分野においては、主要ポータルメディア広告では多彩

な表現手法を用いたリッチ化が進み、大手クライアントがインターネット上で動画広告を展開する等販売が

堅調に推移したことにより、ウェブ広告売上高は42,580百万円（同4.9％増）となりました。

　モバイル広告分野においては、携帯通信料金の低下や高速通信の可能な機種の普及が進み、有力モバイルメ

ディアの取り扱いが伸びたことにより、モバイル広告売上高は2,336百万円（同43.8％増）となりました。 

　メール広告分野においては、引き続き底堅い需要はあるものの広告主の出稿がウェブ広告及びモバイル広告

に集中する傾向が続き、メール広告売上高は1,992百万円（同8.2％減）となりました。

　その他分野においては、連結子会社の販売促進支援事業分野の成長に足踏みが見られるものの、広告制作や

配信ソリューション事業が成長し、その他の売上高は4,852百万円（同8.7％増）となりました。

　今年度の主な施策は以下のとおりです。

　

平成19年４月　ECネットワークサイト「47CLUB」グランドオープン

当社は、全国の地方新聞社49社と協力し、無料会員制のEコマース・サイト JPN 47CLUBを４月７日にグ

ランドオープンいたしました。47CLUBでは、地域文化に対する深い理解を持ち地域コミュニティから高い

信頼を得ている全国地方新聞社と協力し、既存のEコマース・サイトにない特色をもったビジネス展開を

してまいります。 

　

平成19年５月　メディア会社等による当社既発行株式取得

５月16日、下記のメディア会社等７社が当社既発行株式合計25,660株（発行済株式総数の4.98％）を

取得いたしました。当社は事業シナジーの高いこれらメディア会社等と関係強化を図ってまいります。

・株式会社フジテレビジョン 　　　　　　　・株式会社東京放送 

・日本テレビ放送網株式会社 　　　　　　　・株式会社テレビ朝日　 

・株式会社テレビ東京　 　　　　　　　　　・トランス・コスモス株式会社　 

・株式会社日本経済新聞デジタルメディア　 

　

平成19年６月　「ハイブリッドターゲティング」広告サービスの提供

当企業集団が運営する日本最大級のインターネットアドネットワーク「ADJUST」において、当社子会

社株式会社クライテリア・コミュニケーションズの資本業務提携先である、株式会社NTTデータの日本語

意味理解エンジン「なずき」の最適化及び、機能の適用範囲を拡大させ、複数サイトに一斉に広域広告配

信を行うネットワーク上にて、コンテンツ連動型広告サービスに行動ターゲティング広告サービスを融

合させた新しい「ハイブリッドターゲティング」広告サービスを提供してまいります。
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平成19年８月　子会社の株式会社クライテリア・コミュニケーションズとアクションクリック株式会社の

合併

日本最大級のアドネットワーク「ADJUST」を運営する当社連結子会社の株式会社クライテリア・コ

ミュニケーションズと電通グループのアフィリエイト（成果報酬型広告）事業会社であるアクションク

リック株式会社を統合して電通グループのアフィリエイト事業を株式会社クライテリア・コミュニケー

ションズに一本化し、アクションクリック株式会社の知見や人的リソースを株式会社クライテリア・コ

ミュニケーションズの持つ広告配信技術と結合させることでアフィリエイト事業の強化を図ります。

　

平成20年２月　次世代型インタラクティブ広告業務支援システム 「AD-SCRUM」の開発 

当社は10年にわたりインターネット広告のメディアプランニング作業において蓄積してきたデータ、

ノウハウを駆使し、次世代のメディアレップサービスであるアドマーケットプレイスの効率的運用を実

現するインタラクティブ広告業務支援システム「AD-SCRUM」を開発いたしました。広告会社・媒体社と

ともに、インタラクティブ広告プランニングの高度化と業務の効率化を実現し、更なるインタラクティブ

広告マーケットの拡大を図ってまいります。

　

平成20年２月　株式会社まぐクリックとの資本・業務提携について 

当社と、GMOインターネットグループの株式会社まぐクリックは、当社が株式会社まぐクリックの普通

株式2,000株を取得し、インターネット広告の販売及び企画・開発分野において協業することを主旨とす

る業務提携契約を締結いたしました。今回の業務提携では、インターネット広告に関する広範なノウハウ

や主要インターネットメディアへのネットワークを有する当社と、中小広告代理店に対する幅広い販売

網を持つ株式会社まぐクリックの両社がそれぞれ有する強みを合わせることで、ロングテール広告主領

域における販売力をより一層強化いたします。 

　

(2) キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度末における現金及び現金同等物(以下「資金」という。)は、前連結会計年度末に比べ

1,553百万円減少し、783百万円となりました。 

　当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。 

　

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

営業活動の結果、獲得した資金は517百万円(前連結会計年度は1,743百万円の獲得)となりました。これ

は、税金等調整前当期純利益の計上1,440百万円、売上債権の増加による997百万円の減少、仕入債務の増加

による745百万円の増加、法人税等の支払による934百万円の減少などが主な要因であります。

　

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

投資活動の結果、使用した資金は1,856百万円(前連結会計年度は2,041百万円の使用)となりました。これ

は、無形固定資産取得による支出1,121百万円、貸付による支出3,084百万円、貸付金回収による収入2,004百

万円、投資有価証券売却による収入781百万円などが主な要因であります。

　

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

財務活動の結果、使用した資金は176百万円（前連結会計年度は41百万円の使用）となりました。これは、

短期借入金返済による支出80百万円、配当金支払100百万円などが主な要因であります。
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２ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当企業集団（当社及び連結子会社、以下同じ）の主たる業務は、インターネットに関する広告事業であ

るため、生産に該当する事項はありません。

　

(2) 受注状況

当企業集団の事業は、受注確定から売上日までの期間は最短７日から1.5ヶ月程度であります。よって、

期末日現在の受注残高は、年間売上高に比して僅かであるため、その記載を省略しております。

　

(3) 販売実績

　

媒体種別

当連結会計年度

前年同期比(％)
金額(千円)

ウェブ広告 (※１) 42,580,300 4.9

モバイル広告 (※２) 2,336,886 43.8

メール広告 (※３) 1,992,820 △8.2

その他 (※４) 4,852,324 8.7

合計 51,762,332 6.0

(注) １　金額には、消費税等は含まれておりません。

２　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

　

相手先

前連結会計年度 当連結会計年度

金額(千円) 割合(％) 金額(千円) 割合(％)

株式会社電通 18,884,71638.7 20,354,31039.3

株式会社オプト 6,709,96013.7 6,866,60013.3

(注)　金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(※１)　ウェブ広告
Html上に表示されるバナー広告、テキスト広告、リッチメディア広告など
　

(※２)　モバイル広告
主に携帯電話を利用したインターネット上で展開される広告
　

(※３)　メール広告
主にパソコン上で使われる電子メールを利用した広告

　
(※４)　その他
販売促進支援事業及び上記の付随サービス並びにそれ以外の広告に関するもの
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３ 【対処すべき課題】

　当企業集団が事業環境とするインターネットに関わる技術やサービスは、進化と陳腐化のサイクルが早く、

市場環境変化のスピードや方向性も予測し難いため、インターネット広告業界で成長し続けるためには迅速

で柔軟な経営戦略が必要となります。

　インターネット広告市場は歴史が浅く高成長を続けているため、専門的な知識と経験を有する人材の不足は

常態化しており、優秀な人材の確保と育成が中長期的に重要な課題となっております。

　また、デジタル分野における優れた仕組みや技術は言語や地域の障壁なく急速に拡大する特徴をもっており

ます。このようなグローバルな技術開発競争下で当企業集団の目標とするアドマーケットプレイスの実現に

向けて、必要な機能をスピーディーに開発する技術力の確保は重要な課題のひとつです。当企業集団において

は、常に次世代を見据えた開発投資を続けるとともに、最先端の技術を有する国内外の企業とのアライアンス

等により技術力の確保を図ってまいります。

　当企業集団の事業領域はメディアレップ事業、アドマーケットプレイス事業、eエージェンシー事業、eプロ

モーション事業から構成されておりますが、事業ごとの課題は次のとおりです。

　

(1)メディアレップ事業

当社は主にインプレッション型広告を中心とするブランディング広告を扱っており、その売上強化や

インターネット広告とマスメディアを掛け合わせるクロスメディアサービス強化のための施策が急務と

なっております。当連結会計年度に主要な開発を終えた次世代型広告業務支援システム「AD-SCRUM」は、

効果的なメディアプランニングの迅速な提案を可能とし、導入する広告会社の業務効率向上に寄与する

ことを目的としており、より多くの広告会社に利用頂くことが課題となっております。

　また、これまでに媒体社向けサービスとして、リッチメディア広告の配信機能に加え、高精度ターゲティ

ング機能や広告枠在庫管理機能を持つ配信ソリューションを提供してまいりましたが、既存デバイスの

デジタル化やPCやモバイル以外の新たなデジタルデバイスの普及にともない、マルチデバイスに対応可

能な配信プラットフォームの開発及び提供が課題となっております。

　

(2)アドマーケットプレイス事業 

アドマーケットプレイス事業においては、連結子会社である株式会社クライテリア・コミュニケー

ションズが運営するアドネットワーク「ADJUST」が中心となりロングテール広告主及びロングテールメ

ディアまでの顧客層の拡大と当領域における広告サービスの収益化を図っており順調に成長を続けてお

ります。

「ADJUST」にはコンテンツ連動や、行動ターゲティング更にはそれらを組み合わせたハイブリッドター

ゲティング等の高精度ターゲティング機能の搭載が完了し成果を挙げておりますが、それらターゲティ

ング広告の更なる販売強化が課題となっております。

　

(3)eエージェンシー事業 

eエージェンシー事業においては、当社の連結子会社である株式会社電通イー・リンクが、次年度より

親会社グループの検索連動型広告業務の一部機能を担うこととなりましたが、この分野での取扱い拡大

が課題のひとつであります。また、全国展開を視野に入れた有力広告会社との関係強化、新規クライアン

トの開拓、マス広告と連動したクロスメディア展開強化についても引き続き課題となっております。

　

(4)eプロモーション事業

eプロモーション事業は株式会社インストア・コミュニケーションズ、株式会社スリーピーを中心とし

てイベント企画・運営等、販売促進支援業務を中心に行っておりますが、今後はデジタルサイネージの

ネットワーク化、流通業者やクーポン事業者などとタイアップした電子クーポン、電子チラシ事業への着

手など当企業集団の強みでもあるインタラクティブ手法を導入した広告キャンペーンの展開が課題とな

ります。

　

なお、上記のメディアレップ事業とアドマーケットプレイス事業は密接かつ不可分の関係が強まったこと

から、当該２事業をアドマーケットプレイス事業として一本化する予定です。

　アドマーケットプレイス事業においては、大手広告主からロングテールといわれる中小規模の広告主まで全

ての参加者が利用できる業界スタンダードのプラットフォームの確立を目指します。

　このほか、コンプライアンス強化への取り組み、内部統制システムの構築など上場企業として相応しい経営

管理体制の整備をすすめております。また、情報セキュリティの分野では情報セキュリティマネジメントシス

テム（ISMS）の国際規格「ISO/IEC27001:2005」及び「JISQ27001:2006」のグループ認証を取得しており、個

EDINET提出書類

株式会社サイバー・コミュニケーションズ(E05130)

有価証券報告書

 12/102



人情報を含む情報全般の取り扱いに関して管理体制の確立と情報管理の徹底を図っております。
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４ 【事業等のリスク】

当企業集団の事業等のリスク要因となる可能性のある主な事項を以下に記載いたします。また、発生の可能

性の低い事項や外部の環境要因に関わる事項についても投資家の投資判断上重要と思われる事項については

積極的に開示しております。当企業集団は以下に記載するリスクを認識し、その発生の予防及び発生した場合

の対応に努める方針です。

　

(1)当企業集団の事業について

（メディアレップ事業について）

当事業は、インターネット媒体社から広告枠の販売を委託され、広告会社を通じて広告主に広告枠を販

売する業務であり、当企業集団の主力事業です。当企業集団は、媒体社と広告会社双方のニーズに基づい

た広告商品の企画・開発、広告ソリューションの提供、新しい広告手法の提案などにより、当事業の付加

価値を更に高めていく方針ですが、当企業集団の想定の範囲外におけるインターネット広告技術の革新

や、メディアレップを必要としないビジネスモデルの成立等により、今後の事業計画及び経営成績に重大

な影響を及ぼす可能性があります。

　また、当事業において媒体社から広告の掲載枠を一定期間一定価格で買い取るという買取保証契約を締

結する場合があり、見込み違いなどの要因により買い取った広告枠が計画どおりに販売できない場合、損

失を被る可能性があります。

（広告業務について）

当企業集団は、取り扱う媒体、広告主及びその広告内容については、インターネット広告推進協議会が

定めた基準を始めとして各種団体のガイドラインなどのほか、独自の取り扱い基準を定めておりますが、

業務上人為的な確認ミスが重なることなどによって審査基準を満たさない広告が掲載された場合、賠償

や被害負担などによる費用の発生や、当企業集団への信頼低下によって業務へ悪影響を及ぼす可能性が

あります。

　また、広告配信業務においては、想定外の広告媒体のユーザーアクセス数の急低下やシステム上もしく

はネットワーク上に問題が発生した場合に広告主の機会損失を負担する可能性があります。

（個人情報の管理について）

当企業集団はマーケティング目的でアンケートを実施する際、または電子商取引サイトを通じて個人

情報を入手することがあります。

　当企業集団においては、当社並びに株式会社電通イー・リンク、株式会社インストア・コミュニケー

ションズ、株式会社スリーピー、株式会社クライテリア・コミュニケーションズ、株式会社クロスウィン

ド及び株式会社電通オペレーション開発は、電通グループの取り組みとしてそれぞれ情報セキュリティ

マネジメントシステム（ISMS）の国際規格「ISO/IEC27001:2005」及び「JISQ27001:2006」のグループ

認証を取得しており、個人情報を含む情報全般の取り扱いに関して管理体制の確立と情報管理の徹底を

図っております。しかし、当該情報管理になんらかの瑕疵が生じ、これらの情報が外部に漏洩した場合、損

害賠償請求や行政機関からの是正勧告を受ける可能性があり、加えて当企業集団に対する信頼性が低下

することが想定され、業績に相当の影響を与える可能性があります。

　

(2)事業環境について

（インターネット広告市場について）

株式会社電通発表の「日本の広告費」によりますと、平成19年のインターネット広告費は6,003億円

（前年比24.4％増）となり、市場の拡大が持続しております。また、株式会社電通総研発表の「2007年～

2011年のインターネット広告費に関する試算」では、その規模は2011年には7,500億円を超え、今後も引

き続き市場拡大が予想されております。しかし今後の市場の拡大については景気の影響を受けやすく、経

済状態の変化によっては予測どおりに市場が拡大せず、当企業集団の業績が左右される可能性がありま

す。また、インターネット上における犯罪の深刻化などにより、インターネットに対する信頼性が低下し

た場合には当企業集団の事業活動に深刻な影響を及ぼす可能性があります。

（法的規制について）

現在当企業集団が運営するインターネット関連事業において、その業務を大幅に制限する公的な規制

は存在しませんが、これらに関する各種規制が制定・改正された場合、その内容によっては当企業集団の

事業に重大な影響が生じる可能性があります。

（競合会社について）

インターネット広告業界においては広告商品や技術の陳腐化のスピードが速く、常に新しい広告商品

の開発やマーケティングソリューションが求められております。当社は現在メディアレップ最大手とし

てのポジションを確立しておりますが、将来において現在の競合他社もしくは新規参入者による当社の

追随し得ない革新的な商品の開発及び投入によって業界勢力図が塗り替えられる可能性は否定できませ

ん。

（特定取引先への依存について）
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メディアレップ事業においては、広告枠の仕入先については有力ポータルサイトを運営する媒体社が、

販売先については親会社の広告会社が重要なシェアを占めております。当社における取扱高は、各々の業

界における強い競争力に相応した額となっております。しかし、予想し得ないなんらかの要因により、両

社もしくは両社のどちらかが急速に競争力が低下した場合で、当社がその状況に迅速に対応できなかっ

た場合は、当社の業績に悪影響を及ぼす可能性があります。

　

(3)会社組織について

（特定人物への依存について）

当企業集団の取締役及び執行役は、経営戦略、商品戦略、技術戦略等の立案能力、広告業界における高度

な専門的知識や経験を有しており、当企業集団の経営に重要な役割を果たしております。これらの者が、

当企業集団から退職した場合、後任の選任に関して深刻な問題が生じる懸念があり、業績に重要な影響を

及ぼす可能性があります。

（人材の確保について）

当企業集団が今後の成長戦略を遂行するためには、優秀な人材の確保と育成が最も重要な課題のひと

つであると認識しております。しかし採用の不振や退職者の増加などにより優秀な人材が確保できない

場合には当企業集団の事業戦略の遂行に支障が生じる可能性があります。

　

(4)連結対象子会社について

（株式会社電通イー・リンク）

同社は、当社同様インターネット広告業を主業務としておりますが、広告主を直接販売先にしている点

で当社では手掛けにくい領域をカバーしております。インターネット広告に関する事業リスクは当社同

様でありますが、事業規模が小さいことからリスク発生時の事業基盤への影響は大きくなります。

（株式会社インストア・コミュニケーションズ）

同社は、主に流通業の会社に対して店舗装飾やイベント企画、折込チラシの制作などの販売促進支援

サービスを提供しております。これまでのところ大手流通会社からの発注をコアにして取引先の拡大を

目指し営業展開をしておりますが、特定取引先への売上依存度が高いため、当該取引先の動向によって同

社の業績が左右されるリスクを抱えております。

（株式会社スリーピー）

同社は、イベントプロデュースなど企業の販売促進活動の支援を主業務としております。当社は30年以

上に亘る豊富な経験をもつ同社とインターネットを通じた事業シナジーを高め新たなマーケティング

サービスを構築していく方針です。しかし同社業績は個々人の能力に依存するところが大きく、事業基盤

の整備や人材の確保育成が課題であり、かかる計画が予定通りに進まない場合には連結業績に悪影響を

及ぼすリスクを抱えております。

（株式会社クライテリア・コミュニケーションズ）

同社は高精度ターゲティング機能を装備したアドネットワーク「ADJUST」の運営及びアフィリエイト

事業を手掛けております。当企業集団のアドテクノロジーを結集し、アドマーケットプレイス事業を担う

戦略的子会社でありますが、計画通りに事業が進捗しない場合には当企業集団の収益計画並びに事業戦

略の修正を余儀なくされることが考えられます。

　（株式会社クロスウィンド）

同社は、今後の拡大が期待されるクロスメディア市場を事業領域とし、クロスメディアコンテンツ及び

クロスメディアプロモーションの企画・制作を主業務としております。当企業集団と共同出資者の株式

会社電通のネットワークを活かし事業を展開しておりますが、想定通り市場が拡大しない場合や、同社が

市場ニーズに的確に対応できない場合には連結業績に悪影響を及ぼすリスクを抱えております。
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(5)投融資に係るリスクについて

当社では、子会社及び関連会社に対する投融資のほか、当企業集団の事業戦略に基づき、国内外の有力

企業に対して以下のとおり投資をしております。これらの投資は当企業集団との事業上のシナジー効果

を得ることを目的に行ったものであり、投資に際しては、経営状況や取引状況、事業計画などを総合的に

精査し、内部規定に基づいた意思決定を行った上で投資の可否を決定しております。しかし、それぞれの

事業環境の変化並びに経営状況の変化などにより、期待していた効果が得られない可能性があります。ま

た、投資先の企業価値が著しく低下した場合、当企業集団の収益に悪影響を及ぼす可能性があります。

　

主な投資先と事業内容

会社名 事業内容

㈱ビデオリサーチインタラクティブ
インターネットオーディエンス測定事業、インターネット広告配信事

業 等

㈱サイバーウィング インターネット広告の企画販売、同広告配信事業、通信販売事業　等

㈱シーエー・モバイル
モバイルメディア事業、モバイルメディアレップ事業、モバイルコ

マース事業、モバイルソリューション事業

㈱アイーダ インターネットメディア事業

㈱テクノネット システム開発、CG制作

㈱CGMマーケティング CGMを活用した広告商品開発等

㈱テレビ東京
放送法によるテレビジョン放送事業、番組・映像コンテンツの制作・

販売、イベント・企画・ライツ・デジタル事業、他

㈱まぐクリック インターネット広告関連事業

※上記には連結対象子会社及び持分法適用関連会社は含まれておりません。
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５ 【経営上の重要な契約等】

（１）広告取扱代理契約

契約会社名 株式会社サイバー・コミュニケーションズ

契約の名称 広告掲載サービス販売代行契約

相手先の名称 ヤフー株式会社

契約品目 「Yahoo!JAPAN」への広告掲載サービス

契約内容

①ヤフー株式会社が運営するWebサイト「Yahoo!JAPAN」に関する広告掲載サービスを、当社
が代行販売する。
②販売手数料は、販売先による区分に従って、掲載グロス料金に販売手数料率を乗じたもの
とする。

締結年月日 平成15年４月１日

契約期間 平成19年４月１日～平成20年３月31日（自動更新）

　

　

６ 【研究開発活動】

該当事項はありません。
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７ 【財政状態及び経営成績の分析】

（1）重要な会計方針及び見積り

当社の連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成され

ており、財政状態及び経営成績に関する分析は以下のとおりであります。

当社は、連結財務諸表の作成に際し、決算日における資産・負債及び偶発債務の開示、並びに会計期間

における収益・費用に影響を与える見積り及び仮定設定を行わなければなりません。当社は、貸倒懸念債

権、投資、法人税等に関する見積り及び判断に対して、継続して評価を行っており、過去の実績や状況に応

じ合理的だと考えられる様々な要因に基づき、見積り及び判断を行い、その結果は、他の方法では判定し

にくい資産・負債の簿価及び収益・費用の報告数値についての判断の基礎となります。実際の結果は、見

積り特有の不確実性があるため、これらの見積りと異なる場合があります。

当社は、特に以下の重要な会計方針が、当社の連結財務諸表の作成において使用される当社の重要な判

断と見積りに大きな影響を及ぼすと考えております。

　

　①貸倒引当金

当企業集団は、顧客の支払不能時に発生する損失の見積額について、貸倒引当金を計上しております。

顧客の財政状態が悪化し、その支払能力が低下した場合、追加引当が必要となる可能性があります。

　

　②投資の減損

当企業集団の投資活動については、二つの目的に大別されます。一つは、当企業集団の競争力・経営基

盤の強化を図るための事業投資であり、もう一つは余裕資金の運用を目的とするものであります。前者に

つきましては、事業目的に合致した会社の設立または事業提携等を通じて主に未公開株式を保有するも

のであり、後者は主にグループファイナンスを利用した親会社への貸付であります。

未公開会社への投資の場合、それらの会社の純資産額が取得価額の50%を下回り、なおかつ回復の見込

みが無いと判断した場合に減損を計上しております。

将来の市況悪化または投資先の業績不振により、現在の簿価に反映されていない損失または簿価の回

収不能が発生した場合、評価損の計上が必要となる可能性があります。

　

　③繰延税金資産

当企業集団は、繰延税金資産の回収可能性について、将来の課税所得及び、実現可能性の高い継続的な

税務計画に基づいて慎重に検討しておりますが、繰延税金資産の全部または一部を将来実現できないと

判断した場合、当該判断を行った期間に繰延税金資産の調整額を費用として計上します。同様に、計上金

額の純額を上回る繰延税金資産を今後実現できると判断した場合、繰延税金資産への調整により当該判

断を行った期間に利益を増加させることになります。

　

（2）当連結会計年度の経営成績の分析

（経営環境）

当企業集団が活動する市場の現況につきましては、「第２　事業の状況　1業績等の概要」の経営環境に

記載の通りです。

（売上高）

各媒体別広告の市場動向及び売上高要因につきましては「第２　事業の状況　１業績等の概要」の営業

の概況に記載の通り、当連結会計年度は主力のディスプレイ広告においてはリッチ化・ターゲティング

化など、より広告主のニーズへの対応が進んできましたが、広告主の検索連動型広告への集中傾向が継続

していることの影響を受け、連結売上高は前年度比6.0％増の51,762百万円で期初計画を下回る結果とな

りました。

（売上原価並びに売上総利益）

当企業集団のメディアレップ事業の売上総利益率は、媒体あるいは広告枠の売上構成の変化や広告枠

を買い切る戦略の成否、販売奨励金の獲得などによって影響を受けます。また各連結子会社の売上総利益

率が各社ごとに大きく異なるため、連結売上総利益率は連結子会社の業績によっても影響を受けます。 

　当連結会計年度における売上総利益は上記要因に大きな変化はなく、前年比6.4％増の12,126百万円と

なりました。売上総利益率は前年度の23.3％から0.1ポイント上昇し23.4％となりました。 

（販売費及び一般管理費、営業利益）

当連結会計年度における販売費及び一般管理費は前年度比11.3％増の11,077百万円となりました。上

期より人員採用を抑制するなど人件費を中心とした経費の抑制に努めましたが、システム投資による減

価償却費やのれん償却費の増加に加え、EC関連等その他費用の増加により、売上高に対する販売費及び一

般管理費比率は前年度の20.4％から1.0ポイント上昇し21.4％となりました。 
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この結果、営業利益は前年度比27.1％減の1,048百万円となりました。売上高営業利益率は前年度の2.9％

から0.9ポイント低下し2.0％となりました。

（営業外収益、営業外費用、経常利益）

営業外収益と営業外費用で主なものは持分法による投資損益です。当連結会計年度に株式会社テクノ

ネット及び株式会社ジャパン・モバイル・コミュニケーションズが持分法適用除外となり、持分法によ

る投資損益は前年度73百万円の損失から当連結会計年度は126百万円の損失となりました。 

　この結果、経常利益は前年比32.4%減の929百万円となりました。売上高経常利益率は前年度の2.8%から

1.0ポイント低下し1.8％となりました。 

（特別利益、特別損失、当期純利益）

特別利益の主なものは、投資有価証券売却益です。投資有価証券売却益はイー・キャッシュ株式会社の

株式売却等により564百万円となりました。特別損失の主なものは、投資有価証券評価損及び固定資産除

却損です。投資有価証券評価損は当社保有非上場投資先について減損処理をしたことよるもので48百万

円となりました。固定資産除却損は、新基幹システム導入に伴う旧基幹システムの除却等によるもので43

百万円となりました。

　この結果、当期純利益は前年比101.4％増の611百万円となりました。 

（流動性、資本の源泉、資金需要について）

当企業集団の連結キャッシュ・フローに関する状況については、「第２　事業の状況　１業績等の概要　

(2)キャッシュ・フローの状況」に記載しております。 

　現状流動性についてなんら懸念のある状況ではないものの、今後一時的な資金需要などに対しても柔軟

な対応を可能とするため電通グループファイナンスで借入枠を確保しております。 

　また、今後の設備投資計画及びＭ＆Ａを含む資金需要に対しては営業キャッシュ・フローで対応する予

定です。現時点において、その他の資金需要は予定しておりませんが、今後計画以外の資金需要の発生時

には、その時点の財務状況やその他の状況を総合的に勘案し外部資金の調達を含めた適切な対応を検討

してまいります。 

　

（3）経営成績に重要な影響を与える要因について

（経営環境）

当企業集団の業績は主力事業であるインターネット広告市場の動向に大きく影響を受けます。株式会

社電通の発表する「日本の広告費」によると平成19年のインターネット広告市場は暦年で6,003億円

（前年比24.4％増）と引き続き高い成長率を示しています。この数字は日本の広告費全体の8.6％にあた

り雑誌広告を抜きテレビ、新聞に次ぐ規模にまで成長を遂げ、これらマスメディア広告と同様に景気動向

や世界的イベントの有無の影響を受ける傾向が出てまいりました。

（広告主の状況）

当企業集団は主力のメディアレップ事業において、広告会社を通じて広告主へ広告商品や広告関連

サービスの販売を行っております。広告主の広告需要は景気動向だけでなく、広告主業界固有の要因や個

別広告主のマーケティング戦略などに大きく影響を受けます。また、インターネット広告市場は既存マス

メディア広告市場に比べ広告主業態の偏りが大きいため、今後も主要な広告主業態や大口広告主の個別

要因によって当企業集団の業績に影響を受ける可能性があります。

（広告商品のトレンド）

ブロードバンド化が進展し動画視聴が一般的になったことにより表現力の豊かなインターネット広告

の普及が進み、企業のブランディングにも多く活用されるようになってきました。一方で様々なターゲ

ティング手法が開発されたきたことにより広告主の裾野が広がりロングテール化が進展しております。

しかしながら、平成20年３月期は当企業集団が主に手掛けているブランディング型広告の需要を検索連

動型広告が上回る傾向が続いており、こういった広告商品のトレンドの変化は当企業集団の業績に影響

を受ける可能性があります。

（インターネット広告以外の事業分野の状況）

販売促進活動分野は成熟市場であり高成長が期待できる市場ではありませんが、インタラクティブ手

法を駆使した新しいマーケティング手法及びサービスの開発やシステム化による効率的な事業モデルの

構築による高い成長が期待されます。顧客の需要を的確に反映した商品やサービスの開発・販売状況と

効率的な事業モデルの構築状況は当企業集団の業績に影響を与えます。

　

（4）事業戦略の現状と見通し

当企業集団は以下の３つの経営の基本方針に従って事業戦略を遂行していきます。

・アドマーケットプレイスに求められるあらゆる機能を先んじて提供し、業界スタンダードとしての地

位を早期に確立します。
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・先進的アドテクノロジーを装備し、いかなる環境変化にも対応可能な「トータル・インタラクティブ

・マーケティング・サービス・カンパニー」を目指します。

・グループ社員全員が最高度の情報感度と創造力を発揮して得た先端知を共有化し、企業価値の増大に

結びつけます。

　目標とする経営指標としては、市場成長以上の売上成長を遂げることを重視しており、事業の付加価値

化や業務の効率化に取り組むことで中長期的に売上高営業利益率5.0％程度を目指しております。 

　当企業集団の事業領域はメディアレップ事業、アドマーケットプレイス事業、eエージェンシー事業、eプ

ロモーション事業から構成されております。 

　

　①メディアレップ事業

広告会社の業務効率化と当社設立以来蓄積してきたインターネット広告についてのノウハウを駆使し

た効果的なメディアプランニングの迅速な提供を可能とする次世代型広告業務支援システム

「AD-SCRUM」を当期に本格稼動いたしました。今後はこのシステムの広告会社への導入を進めるととも

に、当該事業をアドマーケットプレイス事業と統合し大手広告主からロングテール広告主までが利用で

きる業界スタンダードのプラットフォームの確立を目指します。

　

　②アドマーケットプレイス事業

アドマーケットプレイス事業においては、連結子会社である株式会社クライテリア・コミュニケー

ションズが運営するアドネットワーク「ADJUST」に高精度ターゲティング機能の搭載が完了し、来期よ

り自動取引機能を付加することでロングテール広告主への顧客層の拡大を本格化させます。

　

　③ eエージェンシー事業

インターネット広告代理業を営む子会社、株式会社電通イー・リンクは、インターネットを主事業領域

とする企業など大手総合広告代理店がカバーしていない領域の広告主の独自開発及び電通グループその

他提携広告会社の既存広告主のインターネット広告開発の二つの軸で営業活動を行っております。今後

はこれらに加えて検索連動型広告への取り組みを拡大するほか、電通・cciグループ各社と協力し、マス

メディアと連動したクロスメディアキャンペーン展開の研究と推進を積極的に行ってまいります。

　

　④ eプロモーション事業

株式会社インストア・コミュニケーションズ及び株式会社スリーピーは販売促進領域において着実に

実績をあげておりますが、これに加え、アドネットワークモデルやアド配信サービスの販売促進領域への

応用を目指します。
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第３ 【設備の状況】

１ 【設備投資等の概要】

当連結会計年度においては、新基幹システムなどのソフトウェアへの投資557,122千円、広告配信システ

ム開発への投資635,506千円、その他87,823千円により、1,280,453千円の設備投資を実施しております。

　また、新基幹システムの導入による旧基幹システムの除却27,849千円、その他16,055千円により、43,905千

円の除却損失を計上しております。

　

２ 【主要な設備の状況】

(1) 提出会社

　　平成20年３月31日現在

事業所名
(所在地)

事業の名称 設備の内容

帳簿価額(千円)
従業員数
(名)

建物
器具及び
備品

本社
(東京都港区)

インターネット広告
事業

内装設備、パソコン 76,624 60,610 260

(注) １　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２　リース契約による主な賃貸設備はありません。

　 (2) 国内子会社

　　平成20年３月31日現在

会社名
事業所名
(所在地)

事業の名称 設備の内容

帳簿価額(千円)
従業員数
(名)

建物
器具及び
備品

㈱クライテリア
・コミュニケ－
ションズ

本社
(東京都港区)

インターネット広
告事業

内装設備、パソコン 4,80451,400 37

(注) １　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２　リース契約による主な賃貸設備はありません。

　

３ 【設備の新設、除却等の計画】

(1) 重要な設備の新設等

　　平成20年３月31日現在

会社名
事業所名
(所在地)

事業の名称 設備の内容

投資予定額
資金調達
方法

着手年月
完了予定
年月

完成後の
増加能力総額

(千円)
既支払額

提出会社
本社
(東京都港区)

インター
ネット
広告事業

社内基幹
システム
開発等

638,000― 自己資金
平成18年
３月

平成21年
１月

（注）２

㈱クライテ
リア・コ
ミュニケ－
ションズ

本社
(東京都港区)

インター
ネット
広告事業

広告配信
システム
開発等

1,000,000229,000
親会社
より借入　
　　

平成19年
３月

平成21年
２月

100億imp.
/月

（注）３

(注)　１.上記金額には消費税等は含まれておりません。

　　　２.業務改善の効果を数値化することは困難なため記載を省略しております。

３.imp./月：月間インプレッション数

　（インプレッション数とは広告の配信サーバーに広告表示がリクエストされた回数）

　

(2) 重要な設備の除却等

該当事項はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 1,920,000

計 1,920,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
事業年度末現在発行数(株)
(平成20年３月31日)

提出日現在発行数(株)
(平成20年６月26日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内　　容

普通株式 515,458.40 515,458
東京証券取引所
「マザーズ」

―

計 515,458.40 515,458 ― ―

(注)　「提出日現在発行数」欄には、平成20年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの新株予約権の行使（旧商

法に基づき発行された新株引受権付社債の権利行使を含む）により発行された株式数は含まれておりません。
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(2) 【新株予約権等の状況】

①旧商法第280条ノ19第２項に基づき発行した新株引受権は、次のとおりであります。

（イ）株主総会の特別決議(平成12年６月27日)
　

事業年度末現在
(平成20年３月31日)

提出日の前月末現在
(平成20年５月31日)

新株予約権の数(個) ― ―

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 2,537 2,537

新株予約権の行使時の払込金額(円) 27,500 27,500

新株予約権の行使期間
平成14年７月１日～

平成22年６月26日
平成14年７月１日～

平成22年６月26日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格            27,500
資本組入額          27,500

発行価格            27,500
資本組入額          27,500

新株予約権の行使の条件

対象者は、新株予約権の行
使時において、当社の取締役、
監査役及び従業員であること
を要する。
対象者が死亡した場合は、
相続人が権利を相続すること
ができる。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権は譲渡、質入そ
の他一切の処分をすることが
できない。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

― ―

（注）１　当社が株式分割又は併合を行う場合、次の算式により株式数を調整し、調整により生じる１株の100分の１に満

たない端数は切り捨てるものとする。ただし、かかる調整は、その時点で対象者が新株予約権を行使していない

新株予約権の目的たる株式の数にのみ行われるものとする。

調整後付与株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

２　当社が株式分割又は併合を行う場合は次の算式により発行価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は

切り上げるものとする。

　調整後発行価額＝調整前発行価額×
１

分割・併合の比率
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（ロ）株主総会の特別決議(平成13年６月27日)

　
事業年度末現在
(平成20年３月31日)

提出日の前月末現在
(平成20年５月31日)

新株予約権の数(個) ― ―

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 797 788

新株予約権の行使時の払込金額(円) 211,595 211,595

新株予約権の行使期間
平成15年７月１日～

平成23年６月26日
平成15年７月１日～

平成23年６月26日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格           211,595
資本組入額         211,595

発行価格           211,595
資本組入額         211,595

新株予約権の行使の条件

対象者は、新株予約権の行
使時において、当社の取締役、
監査役及び従業員であること
を要する。
対象者が死亡した場合は、
相続人が権利を相続すること
ができる。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権は譲渡、質入そ
の他一切の処分をすることが
できない。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

― ―

（注）１　当社が株式分割又は併合を行う場合、次の算式により株式数を調整し、調整により生じる１株の100分の１に満

たない端数は切り捨てるものとする。ただし、かかる調整は、その時点で対象者が新株予約権を行使していない

新株予約権の目的たる株式の数にのみ行われるものとする。

調整後付与株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

２　当社が株式分割又は併合を行う場合は次の算式により発行価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は

切り上げるものとする。

　調整後発行価額＝調整前発行価額×
１

分割・併合の比率
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②平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとお

りであります。

（イ）株主総会の特別決議(平成15年６月20日)

　
事業年度末現在
(平成20年３月31日)

提出日の前月末現在
(平成20年５月31日)

新株予約権の数(個) 826 826

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 1,652 1,652

新株予約権の行使時の払込金額(円) 60,500 60,500

新株予約権の行使期間
平成16年６月21日～

平成25年６月20日
平成16年６月21日～

平成25年６月20日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格            60,500
資本組入額          30,250

発行価格            60,500
資本組入額          30,250

新株予約権の行使の条件

新株予約権の割当を受け
た者（以下、「新株予約権
者」という。）のうち、当社
の取締役、監査役及び従業員
は、新株予約権の行使時にお
いて当社または当社の関係
会社の取締役、監査役、顧問
または従業員の地位である
ことを要する。ただし、任期
満了による退任、定年による
退職の場合はこの限りでは
ない。
新株予約権者のうち、社外

協力者は新株予約権の行使
時においても、社外協力者で
あること、もしくは当社また
は当社の関係会社の取締役、
監査役、社外協力者または従
業員であることを要する。
新株予約権者が死亡した

場合は、相続人がこれを承継
できるものとする。
新株予約権の質入その他

一切の処分は認めないもの
とする。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するとき

は、取締役会の承認を要する。
同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

― ―

（注）１　当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により１株当たりの払込金額を調整し、調整によ
る１円未満の端数は切り上げる。

　調整後発行価額＝調整前発行価額×
１

分割・併合の比率

また、時価を下回る価額で新株を発行する場合または自己株式を処分する場合（新株予約権の行使に
より新株を発行する場合を除く）は、次の算式により１株当たりの払込金額を調整し、調整による１
円未満の端数は切り上げる。

　調整後払込金額＝調整前払込金額×

既発行
＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

株式数 新規発行前の時価

既発行株式数＋新規発行による増加株式数
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（ロ）株主総会の特別決議(平成16年６月28日)

　
事業年度末現在
(平成20年３月31日)

提出日の前月末現在
(平成20年５月31日)

新株予約権の数(個) 1,370 1,370

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 2,740 2,740

新株予約権の行使時の払込金額(円) 113,048 113,048

新株予約権の行使期間
平成17年６月29日～

平成26年６月28日
平成17年６月29日～

平成26年６月28日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格           113,048
資本組入額          56,524

発行価格           113,048
資本組入額          56,524

新株予約権の行使の条件

新株予約権の割当を受け
た者（以下、「新株予約権
者」という。）のうち、当社
の取締役、執行役及び従業員
は、新株予約権の行使時にお
いて当社または当社の関係
会社の取締役、執行役、監査
役、顧問または従業員の地位
であることを要する。ただ
し、任期満了による退任、定
年による退職の場合はこの
限りではない。
新株予約権者のうち、社外

協力者は新株予約権の行使
時においても、社外協力者で
あること、または当社もしく
は当社の関係会社の取締役、
監査役、社外協力者もしくは
従業員であることを要する。
新株予約権者が死亡した

場合は、相続人がこれを承継
できるものとする。
新株予約権の質入その他

一切の処分は認めないもの
とする。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するとき

は、取締役会の承認を要する。
同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

― ―

（注）１　当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により１株当たりの払込金額を調整し、調整によ

る１円未満の端数は切り上げる。

　調整後発行価額＝調整前発行価額×
１

分割・併合の比率

また、時価を下回る価額で新株を発行する場合または自己株式を処分する場合（新株予約権の行使に

より新株を発行する場合を除く）は、次の算式により１株当たりの払込金額を調整し、調整による１

円未満の端数は切り上げる。

　調整後払込金額＝調整前払込金額×

既発行
＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

株式数 新規発行前の時価

既発行株式数＋新規発行による増加株式数

　

EDINET提出書類

株式会社サイバー・コミュニケーションズ(E05130)

有価証券報告書

 26/102



（ハ）株主総会の特別決議(平成17年６月28日)

　
事業年度末現在
(平成20年３月31日)

提出日の前月末現在
(平成20年５月31日)

新株予約権の数(個) 3,786 3,757

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 3,786 3,757

新株予約権の行使時の払込金額(円) 242,005 242,005

新株予約権の行使期間
平成18年６月29日～

平成27年６月28日
平成18年６月29日～

平成27年６月28日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格           242,005
資本組入額         121,003

発行価格           242,005
資本組入額         121,003

新株予約権の行使の条件

新株予約権の割当を受け
た者（以下、「新株予約権
者」という。）のうち、当社
の取締役、執行役及び従業員
は、新株予約権の行使時にお
いて当社または当社の関係
会社の取締役、執行役、監査
役、顧問または従業員の地位
であることを要する。ただ
し、任期満了による退任、定
年による退職の場合はこの
限りではない。
新株予約権者のうち、社外

協力者は新株予約権の行使
時においても、社外協力者で
あること、または当社もしく
は当社の関係会社の取締役、
監査役、社外協力者もしくは
従業員であることを要する。
新株予約権者が死亡した

場合は、相続人がこれを承継
できるものとする。
新株予約権の質入その他

一切の処分は認めないもの
とする。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するとき

は、取締役会の承認を要する。
同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

― ―

（注）１　当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により１株当たりの払込金額を調整し、調整によ

る１円未満の端数は切り上げる。

　調整後発行価額＝調整前発行価額×
１

分割・併合の比率

また、時価を下回る価額で新株を発行する場合または自己株式を処分する場合（新株予約権の行使に

より新株を発行する場合を除く）は、次の算式により１株当たりの払込金額を調整し、調整による１

円未満の端数は切り上げる。

　調整後払込金額＝調整前払込金額×

既発行
＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

株式数 新規発行前の時価

既発行株式数＋新規発行による増加株式数
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(3) 【ライツプランの内容】

　

       該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額

(千円)

資本金残高

(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成15年８月２日
(注)１

― 252,141.20 ― 1,966,960△650,000670,668

平成15年10月14日
(注)２

1,000253,141.2096,0232,062,98396,022766,690

平成16年３月31日
(注)３

950 254,091.2052,2502,115,233 ― 766,690

平成17年３月31日
(注)４

1,259255,350.2069,3552,184,5881,210 767,900

平成17年５月31日
(注)５

182 255,532.2010,0102,194,598 ― 767,900

平成17年７月20日
(注)６

255,532.20511,064.40 ― 2,194,598 ― 767,900

平成18年３月31日
(注)７

3,128514,192.40145,0112,339,60915,064782,965

平成19年３月31日
(注)８

1,068515,260.4042,3662,381,97515,630798,596

平成20年３月31日
(注)９

198 515,458.405,9892,387,9655,989 804,585

(注) １　旧商法第289条第２項に基づく「その他資本剰余金」への振替による減少であります。

２　有償一般募集(スプレッド方式)　発行価格205,065円　引受価額192,045円

発行価額192,045円　１株当たり資本組入額96,023円　１株当たり資本準備金組入額96,022円

３　ストックオプションの権利行使による増加であります（平成15年４月１日～平成16年３月31日）。

４　ストックオプションの権利行使による増加であります（平成16年４月１日～平成17年３月31日）。

５　ストックオプションの権利行使による増加であります（平成17年４月１日～平成17年５月31日）。

６　平成17年７月20日に効力が発生した1：2の株式分割による増加であります。

７　ストックオプションの権利行使による増加であります（平成17年６月１日～平成18年３月31日）。

８　ストックオプションの権利行使による増加であります（平成18年４月１日～平成19年３月31日）。

９　ストックオプションの権利行使による増加であります（平成19年４月１日～平成20年３月31日）。

10　平成20年４月１日から平成20年５月31日までの間に、ストックオプションの権利行使はありません。

11　平成20年５月12日に端株の整理のため、自己株式0.40株を消却しております。

　

(5) 【所有者別状況】

　　平成20年３月31日現在

区分

株式の状況

端株の状況
(株)政府及び

地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等 個人
その他

計
個人以外 個人

株主数
(人)

― 11 22 157 35 16 23,51023,751 ―

所有株式数
(株)

― 23,86816,388276,04926,663 169172,321515,4580.40

所有株式数
の割合(％)

― 4.63 3.18 53.55 5.18 0.03 33.43100.00 ―

(注)  １　上記「その他の法人」には、証券保管振替機構名義の株式が５株含まれております。

２　「個人その他」のうち自己名義株式が14株含まれております。

３　「端数の状況」のうち自己名義端株が0.40株含まれております。
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(6) 【大株主の状況】

　　平成20年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

株式会社電通 東京都港区東新橋一丁目８-１ 244,800.0047.49

指定単 受託者 中央三井アセッ
ト信託銀行株式会社
（常任代理人 日本トラスティ・
サービス信託銀行株式会社）

東京都港区芝三丁目23-１
（東京都中央区晴海一丁目８-11）

20,000.00 3.88

クレジット スイス ファースト 
ボストン ヨーロッパ ピービー 
セク アイエヌティ ノントリー
ティ クライエント
（常任代理人 シティバンク銀行
株式会社）

ONE CABOT SQUARE LONDON E14 4QJ,UK
（東京都品川区東品川二丁目３-14）

14,677.00 2.85

野村證券株式会社 東京都中央区日本橋一丁目９-１ 9,334.00 1.81

日本テレビ放送網株式会社 東京都港区東新橋一丁目６-１ 4,360.00 0.85

株式会社テレビ朝日 東京都港区六本木六丁目９-１ 4,360.00 0.85

株式会社東京放送 東京都港区赤坂五丁目３-６ 4,360.00 0.85

トランス・コスモス株式会社 東京都渋谷区渋谷三丁目25-18 4,360.00 0.85

株式会社フジテレビジョン 東京都港区台場二丁目４-８ 4,360.00 0.85

大和証券株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目９-１ 3,693.00 0.72

計 ― 314,304.0060.98
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

　　平成20年3月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）
普通株式　　　　14.00

― ―

完全議決権株式（その他）
（注）１

普通株式　　  515,444 515,444 ―

端株（注）２ 普通株式　　　 　0.40 ― ―

発行済株式総数 515,458.40 ― ―

総株主の議決権 ― 515,444 ―

　（注）１　「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が５株（議決権５個）含まれ

ております。

２　「端株」欄の普通株式には、自己名義端株が0.40株含まれております。

　

② 【自己株式等】

　　平成20年3月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数の
合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
株式会社サイバー・コミュ
ニケーションズ

東京都港区東新橋二丁目
14-１

14.00 ― 14.00 0.0

計 ― 14.00 ― 14.00 0.0
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(8) 【ストックオプション制度の内容】
当社は、ストックオプション制度を採用しております。当該制度は、旧商法第280条ノ19第１項の規定に基
づき新株引受権を付与する方法、平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき新株予
約権を発行する方法によるものであります。

　

　　旧商法第280条ノ19の規定に基づき、当社取締役及び当社従業員に対して新株引受権を付与することを、定
時株主総会において決議されたものは次のとおりであります。
　
①平成12年６月27日定時株主総会決議

決議年月日 平成12年６月27日

付与対象者の区分及び人数（名）
（注）１

当社取締役　　　　　　　　　8名

当社従業員　　　　　　　　 34名

新株予約権の目的となる株式の種類 「(２)　新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数（株） 同上

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付
に関する事項

―

（注）１　平成20年５月31日現在におきましては、付与対象者は権利行使等により34名減少し、８名であり、

新株発行予定数は20,103株減少し、2,537株であります。

なお、平成20年６月１日から有価証券報告書提出日までの増減は含まれておりません。

２　平成17年７月20日に効力が発生した１：２の株式分割により、新株予約権の目的となる株式数が

２倍となっております。

　

②平成13年６月27日定時株主総会決議

決議年月日 平成13年６月27日

付与対象者の区分及び人数（名）
（注）１

当社取締役　　　　　　　　　6名

当社従業員　　　　　　　　 94名

新株予約権の目的となる株式の種類 「(２)　新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数（株） 同上

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付
に関する事項

―

（注）１　平成20年５月31日現在におきましては、付与対象者は権利行使等により76名減少し、24名であり、

新株発行予定数は1,964株減少し、788株であります。

　 なお、平成20年６月１日から有価証券報告書提出日までの増減は含まれておりません。

２　平成17年７月20日に効力が発生した１：２の株式分割により、新株予約権の目的となる株式数が

２倍となっております。
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平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき、当社取締役、監査役、従業員及び社外

協力者に対して新株予約権を割当することを、定時株主総会において決議されたものは次のとおりであり

ます。

　

①平成15年６月20日定時株主総会決議

決議年月日 平成15年６月20日

対象者の区分及び人数（名）
（注）１

当社取締役　　　　　　　　　9名

当社監査役　　　　　　　　  2名

当社従業員　　　　　　　　 10名

社外協力者　                3名

新株予約権の目的となる株式の種類 「(２)　新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数（株） 同上

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付
に関する事項

―

（注）１　平成20年５月31日現在におきましては、付与対象者は権利行使等により10名減少し、14名であり、

新株発行予定数は1,148株減少し、1,652株であります。

なお、平成20年６月１日から有価証券報告書提出日までの増減は含まれておりません。

２　平成17年７月20日に効力が発生した１：２の株式分割により、新株予約権の目的となる株式数が

２倍となっております。

　

②平成16年６月28日定時株主総会決議

決議年月日 平成16年６月28日

対象者の区分及び人数（名）
（注）１

当社取締役　　　 　　　　 　3名

当社執行役　　　 　　　　　 3名

当社従業員　　　　　　　　 62名

関係会社取締役　            2名

新株予約権の目的となる株式の種類 「(２)　新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数（株） 同上

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付
に関する事項

―

（注）１　平成20年５月31日現在におきましては、付与対象者は権利行使等により30名減少し、40名であり、

新株発行予定数は660株減少し、2,740株であります。

　 なお、平成20年６月１日から有価証券報告書提出日までの増減は含まれておりません。

２　平成17年７月20日に効力が発生した１：２の株式分割により、新株予約権の目的となる株式数が

２倍となっております。
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③平成17年６月28日定時株主総会決議

決議年月日 平成17年６月28日

対象者の区分及び人数（名）
（注）１

当社取締役　　　　　　　　　 3名

当社執行役　　　　　　　　　 7名

当社従業員　　　　　　　　 116名

関係会社取締役　　　　　　　 7名

新株予約権の目的となる株式の種類 「(２)　新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数（株） 同上

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付
に関する事項

―

（注）１　平成20年５月31日現在におきましては、付与対象者は権利行使等により52名減少し、81名であり、

新株発行予定数は643株減少し、3,757株であります。

　 なお、平成20年６月１日から有価証券報告書提出日までの増減は含まれておりません。
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２ 【自己株式の取得等の状況】
　

【株式の種類等】 会社法第155条９号による普通株式の取得
　

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

　

　　　 該当事項はありません。

　

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

　

　　　 該当事項はありません。

　

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

　

区分 株式数（株） 価額の総額（千円）

当事業年度における取得自己株式 2.08 121

当期間における取得自己株式 ― ―

　

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

　

区分
当事業年度 当期間

株式数(株) 処分価額の総額(千円) 株式数(株) 処分価額の総額(千円)

引き受ける者の募集を行った
取得自己株式

― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― 0.40 37

合併、株式交換、会社分割に係る
移転を行った取得自己株式

― ― ― ―

その他(　―　) ― ― ― ―

保有自己株式数 14.40 ― 14.00 ―
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３ 【配当政策】

当社は、株主の皆様への利益還元に関しまして、重要な経営課題のひとつとして認識しております。

　当社は、連結業績を重視したグループ経営を進め、株主の皆様のご期待に沿えるよう、企業価値の増大に努

めるとともに、配当につきましては、利益還元と将来の事業展開のための内部留保のバランスを考慮しなが

ら決定してまいります。当社の剰余金の配当は、期末配当の年１回を基本的な方針としており、配当の決定

機関は取締役会であります。配当性向につきましては、当面の間連結当期純利益に対して10％程度と設定

し、株主の皆様に対して利益還元していく方針です。

　当期につきましては、連結当期純利益に対して10％を超える配当性向となりますが、来期以降のキャッ

シュフローの見通しと過去の実績を考慮し、前期の期末配当金と同様、１株当たり200円の年間配当を実施

いたします。

12期の剰余金の配当は次のとおりであります。
　

決議年月日
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

平成20年５月27日
取　締　役　会

103,088 200

　

４ 【株価の推移】

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

　

回次 第８期 第９期 第10期 第11期 第12期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

最高(円) 310,000 293,000 693,000 472,000 103,000

最低(円) 83,000 155,000
198,000
□196,000

78,700 32,100

(注)　１　最高・最低株価は、平成15年10月14日以前は株式会社大阪証券取引所ニッポン・ニュー・マーケット―「ヘラ

クレス」市場におけるものであります。

　なお、当社は、平成15年10月14日をもって、株式会社東京証券取引所「マザーズ」市場に上場し、取引量が「ヘ

ラクレス」市場に比べて多いため、同日以降の最高・最低株価については、株式会社東京証券取引所「マザー

ズ」市場におけるものを使用しております。

　　　　２　□印は株式分割による権利落後の株価であります。

　

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】

　

月別
平成19年
10月

11月 12月
平成20年
１月

２月 ３月

最高(円) 98,400 90,500 95,600 73,000 67,100 63,800

最低(円) 43,700 65,600 64,300 55,100 51,300 53,000

(注)　最高・最低株価は、株式会社東京証券取引所「マザーズ」市場におけるものであります。
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５ 【役員の状況】

(1)取締役の状況

　

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(株)

取締役 ― 長　澤　秀　行
昭和29年
１月26日生

昭和52年４月 株式会社電通入社　新聞雑誌局

（注）１ 11

平成７年２月 同　新聞局企画開発部長

平成８年７月 同　新聞局業務推進部長

平成11年10月 同　インタラクティブソリュー
ションセンター業務推進部長兼メ
ディア部長

平成12年５月 同　インタラクティブソリュー
ションセンター業務推進部長兼メ
ディア部長兼モバイルメディア部
長

平成13年４月 同　インタラクティブ・コミュニ
ケーション局次長兼モバイルメ
ディア部長兼インターネットメ
ディア部長

平成16年６月 当社取締役指名委員

平成16年７月 株式会社電通　インタラクティブ
・コミュニケーション局長

平成18年５月 当社取締役指名委員兼代表執行役
社長最高経営責任者

平成18年６月 当社取締役指名委員兼報酬委員兼
代表執行役社長最高経営責任者兼
最高執行責任者

平成19年６月 当社取締役指名委員兼報酬委員兼
代表執行役社長最高経営責任者
（現任）

取締役 ― 田　尻　　　彰
昭和17年
２月５日生

昭和39年４月 株式会社電通入社　ラジオテレビ
局

（注）１ 11

昭和55年４月 同　ラジオテレビ局スポット二部
長

昭和61年５月 同　ラジオテレビ局業務推進室長

平成３年４月 同　築地第二営業局長

平成６年11月 同　中国総括

平成８年７月 同　第３営業局長

平成11年４月 株式会社電通総研　副所長

平成12年６月 株式会社電通ドットコム　代表取
締役社長

平成17年６月 当社取締役監査委員長（現任）

取締役 ― 森　岡　泰　郎
昭和29年
12月17日生

昭和53年４月 株式会社電通入社　岐阜支局

（注）１ ―

平成８年７月 同　営業統括局計画推進部専任部

長

平成11年６月 同　営業総括営業統括局計画推進

部長

平成14年４月 同　営業総括アカウント・プラン

ニング計画局次長

平成16年７月 同　アカウント・プランニング統

括本部アカウント・プランニング

計画局次長

平成16年10月 同　グループ事業本部グループ経

営推進局次長

平成18年５月 同　グループ事業本部グループ経

営推進局長（現任）

平成18年６月 当社取締役報酬委員長

平成19年６月 当社取締役報酬委員長兼監査委員

（現任）

取締役 ― 田　中　芳　樹
昭和25年
11月14日生

昭和49年４月 株式会社電通入社　経理局

（注）１ ―

平成７年２月 同　アメリカ総括電通ＵＳＡ出向
部長相当職

平成11年４月 同　国際事業本部電通ＵＳＡ出向
局次長相当職

平成14年４月 同　国際本部電通ホールディング
スＵＳＡ出向局長職

平成16年７月 同財経本部経理局エグゼクティブ
・プロジェクト・マネージャー
（現任）

平成18年６月 当社取締役監査委員（現任）

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(株)
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取締役 ― 渡　邊　竜　介
昭和40年
７月５日生

昭和63年４月株式会社電通入社　人事局

（注）１ ―

平成13年４月株式会社デジタルパレット（現 
株式会社 電通 アベニューＡ レ
イザーフィッシュ）代表取締役社
長（現任）

平成19年６月当社取締役指名委員（現任）

取締役 ― 杉　本　　　晶
昭和26年
１月14日生

昭和48年４月 株式会社電通入社　新聞雑誌局

（注）１ ―

平成５年11月 同　新聞局業務推進二部長

平成９年６月 同　新聞局次長

平成13年６月 同　新聞局長

平成16年６月 同　第15営業局長

平成19年６月 同　執行役員メディア・コンテン

ツ本部副本部長（現任）

平成20年６月 当社取締役指名委員長（現任）

取締役 ― 遠　谷　信　幸
昭和34年
７月27日生

昭和57年４月 株式会社電通入社　ラジオテレビ
局

（注）１ ―

平成11年１月 同　エンタテインメント事業局映

像企画部長

平成19年10月 同　インタラクティブ・コミュニ

ケーション局次長（現任）　

平成20年６月 当社取締役報酬委員（現任）

計 22

　　　(注)１　取締役の任期は、平成20年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成21年３月期に係る定時株主総会終結の

時までであります。
　

２　取締役のうち田尻　彰、森岡泰郎、田中芳樹、渡邊竜介、杉本　晶、遠谷信幸の６名は、会社法第２条第15号に定める社

外取締役であります。
　

３　当社は委員会設置会社であります。
　

　　　　　当社の委員会体制については次のとおりであります。

　　　　　　指名委員会　委員長　杉本　晶、委員　長澤秀行、委員　渡邊竜介

　　　　　　報酬委員会　委員長　森岡泰郎、委員　長澤秀行、委員　遠谷信幸

　　　　　　監査委員会　委員長　田尻　彰、委員　田中芳樹、委員　森岡泰郎
　

　　４　平成20年６月26日開催の当社定時株主総会における異動。

　　　　　  新任取締役　杉本　晶、遠谷信幸

　　　　　  退任取締役　高島鉄朗、秋山創一
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(2)執行役の状況

　

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(株)

代表

執行役

最高経営
責任者
(ＣＥＯ)

長　澤　秀　行
(1)取締役
の状況参照

同左 （注）１

（1）取締 

 役の状況

 参照

執行役
最高財務
責任者
（ＣＦＯ）

八 重 樫　真 樹
昭和30年
８月29日生

昭和53年４月株式会社電通入社　ラジオテレビ
局

（注）１ ―

平成元年５月 同　経理局

平成９年４月 同　経理局財務部長

平成11年４月 同　経理局計算２部長

平成13年12月 同　財経本部経理局次長兼経理部
長

平成14年７月 同　財経本部業務会計局次長兼計
算１部長

平成15年１月 同　財経本部財務局次長兼投資審
査部長

平成16年７月 同　財経本部財務局次長兼投資管
理部長

平成18年６月 当社へ出向　執行役最高財務責任
者（現任）

執行役
最高執行
責任者
（ＣＯＯ）

新　澤　明　男
昭和48年
４月４日生

平成９年４月 ソフトバンク株式会社入社
ソフトバンク物流株式会社へ出向

（注）１ 50

平成10年５月 当社入社　メディア部

平成12年９月 同　業務推進部長

平成14年４月 同　営業１部長

平成16年１月 同　営業本部副本部長

平成16年６月 同　執行役員営業本部副本部長

平成17年１月 同　執行役新事業推進本部長

平成18年４月 同　執行役新事業推進本部長兼Ｅ

Ｃビジネス部長兼ＣＧＭビジネス

部長
平成19年１月 同　執行役メディア本部長

平成19年６月 同　執行役最高執行責任者兼メ

ディア本部長
平成20年４月同　執行役最高執行責任者（現

任）

執行役

最高経営
責任者補佐
（ＣＥＯ補佐）

兼
ＢＰＲ本部長

山　下　啓　一
昭和38年
９月11日生

平成11年９月 当社入社　メディア部

（注）１ 25

平成12年６月 同　メディア部長

平成13年10月 同　営業部長

平成15年６月 同　執行役員営業本部副本部長

平成16年１月 同　執行役員メディア本部長

平成16年５月 同　執行役員最高執行責任者兼
メディア本部長

平成16年６月 同　執行役最高執行責任者

平成18年６月 同　執行役営業本部長兼最高執行

責任者補佐

平成19年６月 同　執行役最高経営責任者補佐兼

アドマーケットプレイス・ＢＰＲ

担当責任者

平成19年９月 同　執行役最高経営責任者補佐兼
ＢＰＲ本部長兼アドマーケットプ
レイス担当責任者（現任）

執行役

最高技術戦略
責任者

（ＣＴＳＯ）
兼 

マーケティング・
ソリューション
本部長

小　林　千　秋
昭和46年
９月10日生

平成11年９月 当社入社

（注）１ 30

平成15年４月 同　メディア本部メディア１部長

平成16年１月 同　メディア本部メディアプロ
モーション部長

平成17年６月 同　執行役メディア本部メディア
プロモーション部長兼マーケティ
ング・ソリューション本部長

平成17年７月 同　執行役マーケティング・ソ

リューション本部長

平成19年６月 同　執行役最高技術戦略責任者兼
マーケティング・ソリューション
本部長（現任）

　

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(株)
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執行役
コーポレート・
マネジメント本部長

乾　  久 美 子
昭和37年
９月３日生

平成８年３月 公認会計士登録

（注）１ 11

平成17年９月当社入社 コーポレート・マネジ
メント本部副本部長

平成19年１月同　コーポレート・マネジメント
本部長兼経営企画部長兼内部統制
推進室長

平成19年６月同　執行役コーポレート・マネジ

メント本部長兼経営企画部長兼内

部統制推進室長
平成20年３月同　執行役コーポレート・マネジ

メント本部長兼内部統制推進室長
（現任）

執行役 － 渡　部　忠　孝
昭和43年
７月６日生

平成13年２月 当社入社　メディア部

（注）１ ―

平成16年１月 同　営業１部長

平成16年７月 同　メディア本部長

平成17年６月 同　執行役メディア本部長

平成19年1月 株式会社デジタルパレット（現 

株式会社 電通 アベニューＡ レ

イザーフィッシュ）へ出向　メ

ディア本部長

平成20年６月 当社　執行役（現任）

執行役 営業本部長 林　　  宏　朋
昭和38年
10月６日生

平成12年４月 当社入社

（注）１ ―

平成14年７月 同　メディア本部メディア２部長

平成16年７月 同　メディア本部広告管理部長

平成17年１月 同　メディア本部副本部長

平成17年10月 同　営業本部副本部長

平成19年６月 同　営業本部長

平成20年６月 同　執行役営業本部長（現任）

執行役
ITソリューション

部長
阿　部　公　継

昭和34年
４月３日生

昭和58年４月 株式会社電通国際情報サービス入
社

（注）１ ―

平成10年４月 同　産業システム事業部 SIコンサ

ルティング部長

平成14年４月 同　金融システム事業部副事業部

長

平成15年４月 同　事業推進本部開発技術部長

平成16年４月 同　アウトソーシング事業部副事

業部長

平成18年４月 同　執行役員事業推進本部長

平成20年４月 当社へ出向　ITソリューション部

長

平成20年６月 同　執行役ITソリューション部長

（現任）

計 116

　（注）１　執行役の任期は、平成20年３月期に係る定時株主総会終結後最初に開催される取締役会終結の時から平成21　

　年３月期に係る定時株主総会終結後最初に開催される取締役会終結の時までであります。
　

      ２　平成20年６月26日開催の取締役会決議おける異動。

　　　　　新任執行役　渡部忠孝、林　宏朋、阿部公継

　　　　　退任執行役　依田　隆
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】

(1)　コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

 財務報告の適正性を確保するため、株式上場企業に対して内部統制の構築を義務付ける内容を含む金融商

品取引法（日本版ＳＯＸ法）が制定されるなど、企業に対しては収益の最大化はもとより健全な企業経営の

確保がなされ、市場に対する報告は適正で正確な情報が伝えられていることが重要な時代となっております。

　当社におきましても、株式上場会社に相応しい社会的公器としてあり続けるためには必要不可欠な重要事案

であると認識しております。当社は委員会設置会社として、この制度の特長を生かし、当社及びグループ会社

におけるコーポレート・ガバナンス体制を構築し、業務執行、意思決定に対する監査・監督、不適切な業務執

行の防止などに努めてまいります。

　

(2)　コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況

①会社の機関の内容

・当社は委員会設置会社です。

・取締役会は７名の取締役（社外取締役６名、執行役兼取締役１名）で構成され、原則として月１回開

催されております。実質的な討議ができる適正規模で、経営に関する重要事項を決定するとともに、

業務執行状況を監査・監督しております。

・各種委員会は下記３委員会により構成されております。

指名委員会 （社外２名、社内１名） 取締役の選任及び解任に関する議案内容の決定

報酬委員会 （社外２名、社内１名） 取締役及び執行役の報酬の決定

監査委員会 （社外３名） 業務の適法性及び妥当性の監査

・執行役会は７名の執行役で構成され、原則として週２回開催され、経営に関する重要事項の意思決定

に関する活発な討議が行われております。

　

②委員会設置会社形態を採用している理由

　　 当社では、経営意思決定・業務執行の迅速化及びその迅速化を担保するための大幅な権限委譲を可能

にすること、さらにその意思決定及び業務執行の権限に耐え得る強力な監査・監督が可能なコーポ

レート・ガバナンスを選択しなければならないとの考えのもと、委員会設置会社を採用しておりま

す。なお、当社では、法令で求められていない常勤の監査委員を選任しております。

　

③業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項

当社では、週に２回の定例の執行役会及び月に１回の定時取締役会を開催し、当期の役員に対する

報酬を決定する報酬委員会、指名委員会及び四半期に１回の定例監査委員会を開催しております。

　毎週２回開催されている執行役会においては、迅速な意思決定に基づき機動的な経営を行い、月に

１回の取締役会において各執行役より業務執行報告を行い、監査・監督を行っています。

　報酬委員会においては、前期の業務執行の成果を基準に当期の役員の報酬を決定しております。

　指名委員会では株主総会に提出する取締役の選任・解任に関する議案の内容を決定しております。

　監査委員会では四半期に１回の定例監査委員会のほか、法令では求められていない常勤の監査委員

を設置し、執行役会及びこれらの下部機関である会議体に参加することにより、業務のモニタリング

を行い監査・監督をしています。

　更に、会計監査人より、四半期に１回会計監査の結果報告を聴取する等会計監査人との定期的な連

携を図っております。

なお、監査委員会の直轄組織として内部監査室を設置し、より一層実効性のある監査・監督の行え

る体制を整えております。

　

④内部統制システム、リスク管理体制及びコンプライアンス体制の整備状況

１. 執行役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

・執行役の職務の執行に係る情報の保存・管理は、文書管理規程、情報管理規程に定め、当該情報を文

書または電子媒体に記録し、整理・保存いたします。

・代表執行役は、執行役の職務の執行に係る情報の保存及び管理を執行役（最高財務責任者）に管掌

させます。

・監査委員会は、執行役の職務の執行に係る情報の保存・管理について、関連諸規程に従い実施されて

いるかについて監査し、必要に応じて取締役会に報告いたします。
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・文書管理規程、情報管理規程、その他関連規定は、必要に応じて適時見直し改善を図るものといたし

ます。

２. 損失の危険の管理に関する規定その他の体制

・代表執行役は、執行役（最高財務責任者）をリスク管理に関する総括責任者に任命し、各部門担当執

行役とともに、部門毎のリスクを体系的に管理するためのリスクマネジメントシステムを構築いた

します。かかるリスクマネジメントシステムにおいて、全社的なリスクを総括的に管理する部門は、

コーポレート・マネジメント本部とし、同本部は、各本部のリスク対応計画を取りまとめ、マニュア

ルやガイドラインを制定し、部門毎のリスク管理体制を確立いたします。

・監査委員会及び内部監査室は、各部門のリスク管理の状況を監査し、当該監査の結果を取締役会及び

執行役会に対して報告いたします。

３. 執行役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

・執行役会は、定期的に週２回または必要があれば随時実施し、迅速な意思決定を行います。

・執行役会で決定した事項について、業務執行上使用人との共有が必要なものは、部長会もしくは各部

部会を通じて、または電子メール等により伝達いたします。

４. 執行役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

・当社は、経営の基本理念に則した「電通グループ企業行動憲章」を採用し、代表執行役がその精神を

当社及び当社のグループ会社のすべての役員及び使用人に継続的に伝達することにより、法令遵守

と社会倫理の遵守及び反社会的勢力との関係遮断を企業活動の基本としております。

・代表執行役は、執行役（最高財務責任者）をコンプライアンス全体に関する総括責任者に任命し、

コーポレート・マネジメント本部がコンプライアンス体制の構築、維持・整備にあたります。

・監査委員会及び内部監査室は、連携し、コンプライアンス体制の調査、法令・定款上の問題の有無を

調査し、執行役会に報告いたします。

執行役会は、定期的にコンプライアンス体制を見直し、問題点の把握と改善に努めます。また、当社

は、使用人が法令もしくは定款上疑義のある行為を認知し、それを告発しても、当該使用人に不利益

にならないよう内部通報制度を適切かつ継続的に運用いたします。

５. 監査委員会の職務を補助すべき使用人に関する体制及び使用人の執行役からの独立性に関する事

項

・監査委員会がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合、執行役会は監査委員会と協議

の上、適切な者を内部監査室員として監査委員会を補助すべき使用人に指名することができます。

・監査委員会が指定する期間中は、指名された使用人の指揮命令権は監査委員会に委譲され、執行役が

当該使用人の指揮命令を行うことはできません。

６. 執行役及び使用人が監査委員会に報告をするための体制その他の監査委員会への報告に関する体

制、その他監査委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制

・執行役及び使用人は、当社グループに著しい損害を及ぼすおそれのある事項及び不正行為や重要な

法令・定款違反行為を認知した場合のほか、取締役会に付議する重要な事項及び決定事項、執行役会

その他重要な会議の決定事項、重要な会計方針・会計基準及びその変更、内部監査の実施状況、重要

な月次報告並びにその他必要な重要事項を、監査委員会に報告するものといたします。

・監査委員会は、重要な意思決定のプロセスや業務の執行状況を把握するため、取締役会・執行役会等

の重要な会議に出席するとともに、稟議書類等の業務執行に係る重要な文書を閲覧し、執行役・使用

人に説明を求めることといたします。

・監査委員会は、法令及び「監査委員会規程」に基づく独立性と権限により、監査の実効性を確保する

とともに、内部監査室及び会計監査人と緊密な連携を保ちながら監査成果の達成を図ります。

７. 当該株式会社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するため

の体制

・関係会社の所轄業務についてはその自主性を尊重しつつ、経営計画に基づいた施策と効率的な業務

推進、「電通グループ企業行動憲章」に則したコンプライアンス体制の構築及びリスク管理体制の

確立を図るため、執行役（最高財務責任者）が関係会社を総括管理し、関係会社の管理の進捗状況を

定期的に取締役会・執行役会にて報告いたします。

・監査委員会と内部監査室は、定期的または臨時にグループ管理体制を監査し、取締役会及び執行役会

に報告いたします。

・取締役会及び執行役会は、グループ管理体制を見直し、問題点の把握と改善を求めるものといたしま

す。

８. 財務報告の適正を確保するための体制

・代表執行役は、執行役（最高財務責任者）を内部統制推進室を中心とするプロジェクトチームの責

任者に任命し、同プロジェクトチームは、財務報告の適正を確保するための内部統制を有効なものに

する仕組みを策定し、モニタリングと評価を行います。
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⑤内部監査及び監査委員会監査、会計監査の状況

・監査委員会の職務を補助すべき取締役及び使用人の有無

当社は監査委員会を補助すべき組織として内部監査室（人員２名）を設置しております。内部監

査室の使用人の独立性を確保するために、当該使用人の人事異動・評価を行う場合は、予め監査委

員に相談し、意見を求めることとしております。

　　　　　なお、当社は法令で求められていない常勤監査委員を選任しております。

　・監査委員会と会計監査人の連携状況

会計監査につきましては、当社は監査法人トーマツと監査契約を締結し、会社法監査及び金融商品

取引法監査を受けております。会計監査人は、独立の第三者としての立場から財務諸表等の監査を

実施し、当社は監査結果の報告を受けて、内部統制等の検討課題等について適宜意見を交換し、改

善事項等の助言を受けております。また、当社からは情報・データを提供し迅速かつ正確な監査が

実施できる環境を整備しております。

　　業務を執行した会計監査人の概要は次のとおりです。

業務を執行した公認会計士の氏名 所属する監査法人名 継続監査年数（注）

永　田　高　士 監査法人トーマツ ―

齋　藤　　　淳 監査法人トーマツ ―

（注）継続監査年数については、全員７年以内であるため記載を省略しております。

会計監査業務に係る補助者の構成　公認会計士３名、会計士補等４名、その他１名

・監査委員会と内部監査部門の連携状況

　　　当社の業務全般の内部管理体制の適切性・有効性を検証

・監査委員会監査

　　　社外取締役３名で実施しております。監査委員会で策定された監査方針に基づいて、取締役会等の重

要な会議に出席するほか、内部監査室及び会計監査人等との連携を密にして、取締役及び執行役の

職務執行を監査しております。

　

⑥役員報酬及び監査報酬等

　・役員報酬の内容

　　　当事業年度における当社の役員に対する役員報酬は以下のとおりです。

　　　取締役に支払った報酬　　　２名　　      　　　　　　　　　　　　　　　36,460千円

　　　執行役に支払った報酬　　　７名　　    　　　　　　　　　　　　　　　  80,839千円

　　　　　　　計　　　　　　　　９名　　　　　　　　　　　　　　　　　　   117,300千円

　・監査報酬等の内容

　　  当事業年度における監査法人に対する報酬は以下のとおりです。

　　　公認会計士法第２条第１項に規定する業務のうち監査証明業務に係る報酬　　 21,620千円

　　　公認会計士法第２条第１項に規定する業務のうち監査証明業務以外に係る報酬  6,000千円

　　　上記以外の業務に基づく報酬　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　 2,600千円

　・非監査業務の内容

　　  当社は、会計監査人に対して公認会計士法（昭和23年法律第103号）第２条第１項に規定する業務以

外の業務である内部統制に関する助言・指導業務、コンサルティング業務を委託し、対価を支払っ

ております。

　

⑦社外取締役及び社外監査役と提出会社との人的関係、資本的関係、取引関係、その他の利害関係

　・社外取締役（指名委員長）秋山創一、同(報酬委員)高島鉄朗、同(報酬委員長・監査委員)森岡泰郎、同

(監査委員)田中芳樹が所属している株式会社電通は、当社の株主（出資比率47.5%）であるととも

に、販売取引関係があります。

　・社外取締役（指名委員長）秋山創一は株式会社オプトの社外監査役を兼務しており、当社と同社との

間には当社取扱媒体の同社による広告販売に関する取引関係があります。

　・社外取締役(報酬委員)高島鉄朗は株式会社ディーツーコミュニケーションズの社外取締役を兼務し

ており、当社と同社との間には当社取扱媒体の同社による広告販売に関する取引関係があります。

　・社外取締役（指名委員）渡邊竜介は株式会社電通アベニューＡ レイザーフィッシュの代表取締役を

兼務しており、当社と同社との間には当社取扱媒体の同社による広告販売に関する取引関係及び当

社から同社への広告制作発注の取引関係があります。

　・社外取締役（監査委員長）の田尻彰と当社との間では特筆すべき利害関係はありません。

　・当社は、社外役員と会社法第423条第１項の賠償責任を限定する契約を締結しており、当該契約に基づ

く賠償の限度額は、法令が規定する最低責任限度額であります。
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⑧定款で定めた取締役の員数及び取締役選解任決議の要件

１．取締役の員数

　　　３名以上と定款に定めております。

２．取締役選解任の決議の要件

　　　取締役を選任する株主総会の決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有

する株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨定款に定めております。

　取締役を解任する株主総会の決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を

有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めております。

　

⑨株主総会決議事項を取締役会で決議することができるとした事項

　　当社は、会社法第459条第１項に掲げる事項については、定款にて株主総会の決議によらず取締役会決議

にて行うと定めております。これは、剰余金の配当等を取締役会の権限とすることにより、機動的な配当

政策及び資本政策を図ることを目的とするものであります。

　

⑩株主総会の特別決議要件

　　当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができ

る株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款

に定めております。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑

な運営を行うことを目的とするものであります。

　

（3）その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

　　①コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

１．親会社等の状況　

　　　当社の親会社である株式会社電通（株式会社東京証券取引所　市場第１部に上場）は、平成20年３月31日

現在当社の議決権を47.5％保有しています。

　

２．親会社等からの独立性の確保に関する考え方・施策等

　　　当社と親会社との間には、当社の独立性を阻害する重要な取引契約等は存在しません。また、当社の事業

活動に何らかの制約があるという認識も持っておりません。更に、親会社との取引関係や取引条件は、

資本関係のない他の広告会社と差異はありません。当社は、事業の性質上、資本関係に拘わらず広く取

引関係を構築していく事業方針を採っておりますので、事業活動上の独立性は確保されていると考え

ております。

　　　また、当社は委員会設置会社を選択しております。実際の業務執行にあたる執行役については、７名のう

ち親会社からの出向者は１名のみとなっており、当社独自の規程や判断で業務執行がなされておりま

す。一方、取締役に関しては、親会社に所属する社外取締役が５名就任しておりますが、業務執行の監査

・監督をなす立場にあり実際の業務執行を行わないことから、一定の独立性は確保されていると考え

ております。
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当社の業務執行・経営監視の仕組み・内部統制システム、リスク管理体制の模式図は次のとおりです。

■ 新組織体制
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第５ 【経理の状況】

１　連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令

第28号。以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

　なお、前連結会計年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正前の連結財務諸表規則

に基づき、当連結会計年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）は、改正後の連結財務諸表規

則に基づいて作成しております。

　

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。

以下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

　なお、前事業年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づ

き、当事業年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて

作成しております。

　

２　監査証明について

当社は、前連結会計年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)及び前事業年度(平成18年４月１

日から平成19年３月31日まで)は証券取引法第193条の２の規定に基づき、また当連結会計年度(平成19年４

月１日から平成20年３月31日まで)及び当事業年度(平成19年４月１日から平成20年３月31日まで)は金融

商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、それぞれ連結財務諸表並びに財務諸表について、監査法人

トーマツにより監査を受けております。
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１ 【連結財務諸表等】

(1) 【連結財務諸表】

① 【連結貸借対照表】

　
前連結会計年度
(平成19年３月31日)

当連結会計年度
(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ　流動資産

　１　現金及び預金 2,248,355 697,533

　２　受取手形及び売掛金 6,491,351 7,669,015

　３　有価証券 473,788 113,236

　４　たな卸資産 32,862 29,842

　５　繰延税金資産 122,585 80,992

　６　短期貸付金 ― 2,498,549

　７　その他 1,300,581 848,535

　　　貸倒引当金 △2,795 △17,048

　　　流動資産合計 10,666,72862.5 11,920,65869.7

Ⅱ　固定資産

　１　有形固定資産 ※１ 284,9621.7 220,1861.3

　２　無形固定資産

　　　(1) のれん 1,321,023 1,046,889

　　　(2) ソフトウェア ― 903,932

　　　(3) その他 693,488 646,763

　　　無形固定資産合計 2,014,51211.8 2,597,58515.2

　３　投資その他の資産

　　　(1) 投資有価証券 ※２ 3,554,008 1,758,338

　　　(2) 長期貸付金 5,318 4,540

　　　(3) 繰延税金資産 ― 90,750

　　　(4) その他 586,043 518,413

　　　　貸倒引当金 △49,063 △1,473

　　　投資その他の資産合計 4,096,30724.0 2,370,57013.8

　　　固定資産合計 6,395,78237.5 5,188,34230.3

Ⅲ　繰延資産 892 0.0 ― ―

　　　資産合計 17,063,403100.0 17,109,000100.0
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　 前連結会計年度
(平成19年３月31日)

当連結会計年度
(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ　流動負債

　１　買掛金 7,234,191 8,204,474

　２　短期借入金 80,000 ―

　３　１年内返済予定
　　　長期借入金

7,949 8,555

　４　未払費用 193,999 212,867

　５　未払法人税等 544,745 132,680

　６　その他 523,190 779,377

　　　流動負債合計 8,584,07550.3 9,337,95354.6

Ⅱ　固定負債

　１　長期借入金 25,878 17,323

　２　繰延税金負債 252,866 ―

　　　固定負債合計 278,7441.6 17,3230.1

　　　負債合計 8,862,81951.9 9,355,27654.7

(純資産の部)

Ⅰ　株主資本

　１　資本金 2,381,97514.0 2,387,96513.9

　２　資本剰余金 1,948,59611.4 1,954,58511.4

　３　利益剰余金 2,454,19714.4 2,973,27217.4

　４　自己株式 △1,231△0.0 △1,352△0.0

　　　株主資本合計 6,783,53839.8 7,314,47042.7

Ⅱ　評価・換算差額等

　　その他有価証券評価差額金 931,9825.5 2,3260.0

　　　評価・換算差額等合計 931,9825.5 2,3260.0

Ⅲ　新株予約権 250 0.0 250 0.0

Ⅳ　少数株主持分 484,8132.8 436,6762.6

　　　純資産合計 8,200,58448.1 7,753,72345.3

　　　負債純資産合計 17,063,403100.0 17,109,000100.0
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② 【連結損益計算書】

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日 
 至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日 
 至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高 48,850,696100.0 51,762,332100.0

Ⅱ　売上原価 37,458,69376.7 39,636,16876.6

　　　売上総利益 11,392,00323.3 12,126,16323.4

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※１ 9,952,95320.4 11,077,78821.4

　　　営業利益 1,439,0502.9 1,048,3742.0

Ⅳ　営業外収益

　１　受取利息 7,866 21,110

　２　受取配当金 40 1,771

　３　役員保険解約返戻金 10,392 42

　４　その他 1,079 19,3790.0 3,346 26,2710.1

Ⅴ　営業外費用

　１　支払利息 3,750 3,272

　２　持分法による投資損失 73,583 126,521

　３　貸倒引当金繰入額 ― 14,376

　４　その他 5,625 82,9590.1 1,184 145,3530.3

　　　経常利益 1,375,4702.8 929,2921.8

Ⅵ　特別利益

　１　固定資産売却益 ※２ ― 67

　２　投資有価証券売却益 ― 564,502

　３　関係会社株式売却益 105,213 67,877

　４　持分変動利益 1,620 ―

　５　事業譲渡益 83,281 ―

　６　貸倒引当金戻入額 2,647 161

　７　株式売却に伴う返還金 ※５ 419,248612,0101.3 ― 632,6091.2

Ⅶ　特別損失

　１　固定資産売却損 ※３ ― 5,773

　２　固定資産除却損 ※４ 20,895 43,905

　３　投資有価証券売却損 ― 1,104

　４　投資有価証券評価損 942,991 48,500

　５　移転費用 27,716 20,260

　６　その他 ※６ 123,3611,114,9652.3 1,758 121,3010.2

　　　税金等調整前当期純利益 872,5151.8 1,440,5992.8

　　　法人税、住民税及び
　　　事業税

897,056 533,047

　　　法人税等調整額 △368,831528,2241.1 344,058877,1061.7

　　　少数株主利益（△損失） 40,5830.1 △48,070△0.1

　　　当期純利益 303,7070.6 611,5631.2
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③ 【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

　　　(単位：千円)　　　

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高 2,339,6091,932,9652,362,985 △1,231 6,634,329

連結会計年度中の変動額

　新株の発行 42,366 15,630 57,997

　剰余金の配当 △102,836 △102,836

　利益処分による役員賞与 △2,048 △2,048

  新規持分法適用に伴う利益剰余
　金減少額

△107,611 △107,611

　当期純利益 303,707 303,707

　株主資本以外の項目の
　連結会計年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額合計 42,366 15,630 91,211 ― 149,209

平成19年３月31日残高 2,381,9751,948,5962,454,197 △1,231 6,783,538

　

評価・換算差額等
新株予約権 少数株主持分 純資産合計

その他有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高 △24,846 △24,846 5,645 519,622 7,134,750

連結会計年度中の変動額

　新株の発行 57,997

　剰余金の配当 △102,836

　利益処分による役員賞与 △2,048

　新規持分法適用に伴う利益剰余
　金減少額

△107,611

　当期純利益 303,707

　株主資本以外の項目の
　連結会計年度中の変動額(純額)

956,829 956,829 △5,394 △34,809 916,624

連結会計年度中の変動額合計 956,829 956,829 △5,394 △34,809 1,065,834

平成19年３月31日残高 931,982 931,982 250 484,813 8,200,584
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当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

(単位：千円)　　　

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年３月31日残高 2,381,9751,948,5962,454,197 △1,231 6,783,538

連結会計年度中の変動額

　新株の発行 5,989 5,989 11,979

　剰余金の配当 △103,049 △103,049

　持分法適用除外に伴う
　利益剰余金増加額

10,560 10,560

　当期純利益 611,563 611,563

  自己株式の取得 △121 △121

　株主資本以外の項目の
　連結会計年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額合計 5,989 5,989 519,074 △121 530,932

平成20年３月31日残高 2,387,9651,954,5852,973,272 △1,352 7,314,470

　

評価・換算差額等
新株予約権 少数株主持分 純資産合計

その他有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

平成19年３月31日残高 931,982 931,982 250 484,813 8,200,584

連結会計年度中の変動額

　新株の発行 11,979

　剰余金の配当 △103,049

　持分法適用除外に伴う
　利益剰余金増加額

10,560

　当期純利益 611,563

　自己株式の取得 △121

　株主資本以外の項目の
　連結会計年度中の変動額(純額)

△929,656 △929,656 △48,136 △977,793

連結会計年度中の変動額合計 △929,656 △929,656 ― △48,136 △446,860

平成20年３月31日残高 2,326 2,326 250 436,676 7,753,723
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④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日 
 至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日 
 至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー

　　　１　税金等調整前当期純利益 872,515 1,440,599

　　　２　有形固定資産償却額 74,950 79,626

　　　３　無形固定資産償却額 114,469 204,436

　　　４　のれん償却額 226,453 313,729

　　　５　貸倒引当金の増減額（△減少） △2,647 △33,375

　　　６　役員賞与の支払額 △4,000 ―

　　　７　受取利息 △7,866 △21,110

　　　８　受取配当金 △40 △1,771

　　　９　支払利息 3,750 3,272

　　　10　有形固定資産売却益 ― △67

　　　11　有形固定資産売却損 ― 5,014

　　　12　無形固定資産売却損 ― 758

　　　13　有形固定資産除却損 20,895 8,398

　　　14　無形固定資産除却損 ― 35,507

　　　15　持分法による投資損失 73,583 126,521

　　　16　持分変動利益 △1,620 ―

　　　17　関係会社株式売却益 △105,213 △67,877

　　　18　株式売却に伴う返還金 △419,248 ―

　　　19　事業譲渡益 △83,281 ―

　　　20　投資有価証券売却益 ― △564,502

　　　21　投資有価証券売却損 ― 1,104

　　　22　投資有価証券評価損 942,991 48,500

　　　23　売上債権の増減額（△増加） 197,838 △997,872

　　　24　たな卸資産の増減額（△増加） △32,544 3,020

　　　25　仕入債務の増減額（△減少） 264,590 745,307

　　　26　未払費用の増減額（△減少） 30,380 14,959

　　　27　割引手形の増減額（△減少） △9,452 3,094

　　　28　その他 21,345 94,573

小計 2,177,848 1,441,846

　　　29　利息及び配当金の受取額 56,558 14,017

　　　30　利息の支払額 △3,667 △3,184

　　　31　法人税等の支払額 △906,508 △934,986

　　　32　株式売却に伴う返還金の受取額 419,248 ―

　　　営業活動によるキャッシュ・フロー 1,743,480 517,691
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　 前連結会計年度
(自　平成18年４月１日 
 至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日 
 至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円) 金額(千円)

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

　　　１　連結範囲の変更を伴う子会社株式の
　　　　　売却による収入

※２ 28,880 ―

　　　２　連結子会社株式の追加取得による支
　　　　　出

△1,924,567 ―

　　　３　連結子会社株式の売却による収入 558,660 ―

　　　４　関係会社株式の取得による支出 △67,110 ―

　　　５　関係会社株式の売却による収入 119,500 170,250

　　　６　投資有価証券の売却による収入 22,500 781,951

　　　７　投資有価証券の取得による支出 △125,550 △295,522

　　　８  保有社債の満期償還による収入　 ― 360,000

　　　９　有形固定資産の取得による支出 △200,627 △39,300

　　　10　有形固定資産の売却による収入 ― 4,396

　　　11　無形固定資産の取得による支出 △456,084 △1,121,813

　　　12　貸付による支出 △503,912 △3,804,454

　　　13　貸付回収による収入 14,044 2,004,498

　　　14　敷金及び保証金の差入れ額 △28,217 △5,636

　　　15　差入保証金の返還額 65,467 17,761

　　　16　保険積立金加入による支出 ― △908

　　　17　保険積立金解約による収入 239,450 76,725

　　　18　定期預金の預入による支出 △5,900 △23,662

　　　19　定期預金の払戻による収入 5,898 ―

　　　20　定期積金の積立による支出 △2,000 △3,100

　　　21　定期積金の払戻による収入 ― 21,900

　　　22　子会社整理に伴う収入 97,702 ―

　　　23　事業譲渡による収入 93,400 ―

　　　24　その他 26,507 ―

　　　投資活動によるキャッシュ・フロー △2,041,956 △1,856,914

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

　　　１　株式の発行による収入 57,997 11,979

　　　２　短期借入金の純増減額 △14,769 △80,000

　　　３　長期借入金の借入による収入 18,051 ―

　　　４　長期借入金の返済による支出 ― △7,949

　　　５　自己株式の取得による支出 ― △121

　　　６　配当金の支払による支出 △102,836 △100,825

　　　財務活動によるキャッシュ・フロー △41,556 △176,916

Ⅳ　現金及び現金同等物の増減額（△減少） △340,033 △1,516,139

Ⅴ　現金及び現金同等物の期首残高 2,676,504 2,336,470

Ⅵ　合併による現金同等物の減少額 ※３ ― △37,124

Ⅶ　現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 2,336,470 783,207
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

　

項目
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１　連結の範囲に関する事項 (1) 連結子会社の数　　　６社

　　　連結子会社名

　　　㈱電通イー・リンク

　　　㈱インストア・コミュニケーショ

ンズ

　　　㈱スリーピー

　　　㈱クライテリア・コミュニケー

ションズ

　　　㈱ハンドシェークテクノロジーズ

　　　㈱クロスウィンド

  上記のうち、㈱クロスウィンド

については重要性が増加したこと

により連結の範囲に含めることに

しております。

　また、㈱マーキュリー22は、保有

株式売却に伴い連結の範囲から除

外しております。

　なお、㈱インビジブルハンドは、

平成18年11月１日にて㈱クライテ

リア・コミュニケーションズに商

号変更しております。

(1) 連結子会社の数　　　６社

　　　連結子会社名

　　　㈱電通イー・リンク

　　　㈱インストア・コミュニケーショ

ンズ

　　　㈱スリーピー

　　　㈱クライテリア・コミュニケー

ションズ

　　　㈱ハンドシェークテクノロジーズ

　　　㈱クロスウィンド

２　持分法の適用に関する事

項

(1) 持分法を適用した関連会社数

４社

　　　持分法適用の関連会社名

　　　㈱ジャパン・モバイル・コミュニ

ケーションズ

　　　㈱電通オペレーション開発

　　　㈱イース　

　　　㈱テクノネット

　　　 上記のうち、㈱イース及び㈱テク

ノネットについては、重要性が

増加したことにより、持分法適

用の関連会社に含めることにし

ております。

　また、㈱電通テーブルメディア

コミュニケーションズは、平成

18年12月１日にて改組され事業

統括会社㈱電通オペレーション

開発となり、新たにその子会社

で事業会社である㈱電通テーブ

ルメディアコミュニケーション

ズを設立しております。

(1) 持分法を適用した関連会社数

２社

　　　持分法適用の関連会社名

　　　㈱電通オペレーション開発

　　　㈱イース　

　　　　なお、前連結会計年度において持

分法適用の関連会社であった㈱

テクノネットについては、平成

19年９月28日に保有株式の一部

を売却し議決権比率が低下した

ため、持分法の適用から除外す

ることにしております。

　　 　また、㈱ジャパン・モバイル・コ

ミュニケーションズについて

は、平成20年２月29日に保有株

式の全部を売却したため、持分

法の適用から除外することにし

ております。

　　　 

３　連結子会社の事業年度等

に関する事項

　連結子会社のうち、㈱スリーピーの決

算日は２月28日であります。

　連結財務諸表の作成に当たっては、同

決算日現在の財務諸表を使用しており

ます。

　ただし、連結決算日までの期間に発生

した重要な取引については、連結上必

要な調整を行っております。

　連結子会社のうち、㈱スリーピーの決

算日は２月29日であります。

　連結財務諸表の作成に当たっては、同

決算日現在の財務諸表を使用しており

ます。

　ただし、連結決算日までの期間に発生

した重要な取引については、連結上必

要な調整を行っております。
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項目
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

４　会計処理基準に関する事

項

(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法

①有価証券

満期保有目的の債券

償却原価法（利息法）を採用して

おります。

その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時

価法(評価差額は全部純資産直入

法により処理し、売却原価は、移

動平均法により算定)を採用して

おります。

①有価証券

満期保有目的の債券

同左

その他有価証券

時価のあるもの

同左

時価のないもの

移動平均法による原価法を採用

しております。

②たな卸資産

仕掛品

　個別法による原価法

時価のないもの

同左

②たな卸資産

仕掛品

　　　　　　同左

(2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法

①有形固定資産

定率法を採用しております。な

お、主な耐用年数は以下のとおり

です。

建物　　　　　３～38年

器具及び備品　４～８年

①有形固定資産

同左

（会計方針の変更）

　法人税等の改正((所得税法等の

一部を改正する法律　平成19年３

月30日　法律第６号)及び(法人税

法施行令の一部を改正する政令　

平成19年３月30日　政令第83号))

に伴い、当連結会計年度から平成

19年４月１日以降に取得したもの

については、改正後の法人税法に

基づく方法に変更しております。

　なお、当該変更に伴う損益に与え

る影響は軽微であります。

②無形固定資産

自社利用のソフトウェアについ

ては、社内における見込利用可能

期間（５年以内）に基づく定額法

を採用しております。

②無形固定資産

同左

(3) 重要な引当金の計上基

準

貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念先債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を検討し、

回収不能見込額を計上しております。

貸倒引当金

同左

項目
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

(4) 収益及び費用の計上基

準

　主に広告掲載終了日基準によってお

ります。

同左

(5) 重要なリース取引の処

理方法

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。

同左
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(6) その他連結財務諸表作

成のための重要な事項

消費税等の会計処理

　　税抜方式によっております。

消費税等の会計処理

同左

５　連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項

　連結子会社の資産及び負債の評価方

法は、全面時価評価法によっておりま

す。

同左

６　のれん及び負ののれんの

償却に関する事項

　のれんは、５年間で均等償却しており

ます。

同左

７　連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲

連結キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金(現金及び現金同等物)は、手

許現金、随時引き出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、かつ、価値の変

動について僅少なリスクしか負わない

取得日から３ヶ月以内に償還期限の到

来する短期投資からなっております。

同左
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

会計処理の変更

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等）

当連結会計年度から「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準」（企業会計基準委員会　平成17年

12月９日　企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企

業会計基準委員会　平成17年12月９日　企業会計基準適

用指針第８号）を適用しております。

　従来の「資本の部」の合計に相当する金額は

7,715,521千円であります。

　なお、当連結会計年度における連結貸借対照表の純資

産の部については、連結財務諸表規則の改正に伴い、改

正後の連結財務諸表規則により作成しております。

　　　　　――――――――――――――――

　

表示方法の変更

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
  至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
  至　平成20年３月31日)

(連結貸借対照表関係)

１　　前連結会計年度まで区分掲記しておりました流

　　動資産の「貯蔵品」については、金額が僅少であ

　　るため、当連結会計年度より「たな卸資産」に含

　　めて表示しております。

　　　なお、前連結会計年度における貯蔵品を除く

　　「たな卸資産」の金額は1,250千円であります。

２　　前連結会計年度まで無形固定資産の「その他」

　　に含めて表示しておりました「のれん（連結調整

　　勘定）」については、資産総額の100分の１超とな

　　ったため、当連結会計年度より区分掲記しており

　　ます。

　　　なお、前連結会計年度における「のれん（連結　

　　調整勘定）」の金額は186,289千円であります。

(連結損益計算書関係)

  　　前連結会計年度まで区分掲記しておりました営　

　　業外費用の「新株発行費」については、金額が僅

　　少となったため、当連結会計年度より「その他」

　　に含めて表示しております。

(連結貸借対照表関係)

１　　前連結会計年度まで流動資産の「その他」に含

　　めて表示しておりました「短期貸付金」について

　　は、資産総額の100分の５超となったため、当連

　　結会計年度より区分掲記しております。

　　　なお、前連結会計年度における「短期貸付金」

　　の金額は689,988千円であります。

２　　前連結会計年度まで無形固定資産の「その他」に

含めて表示しておりました「ソフトウェア」につ

いては、資産総額の100分の５超となったため、当連

結会計年度より区分掲記しております。

　なお、前連結会計年度における「ソフトウェア」

の金額は483,380千円であります。

(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　　　前連結会計年度において、連結調整勘定償却額

　　として掲記されていたものは、連結財務諸表規則

　　の改正により、当連結会計年度からのれん償却額

　　として表示しております。
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注記事項

(連結貸借対照表関係)

　
前連結会計年度
(平成19年３月31日)

当連結会計年度
(平成20年３月31日)

※１　有形固定資産の減価償却累計額

130,371千円

※１　有形固定資産の減価償却累計額

193,021千円

※２　非連結子会社及び関連会社に対するものは次のと

おりであります。

投資有価証券(株式) 550,535千円

※２　非連結子会社及び関連会社に対するものは次のと

おりであります。

投資有価証券(株式) 276,952千円

　３　受取手形割引高　　 　　　　　　　

40,166千円

　３　受取手形割引高　　　　　　　　

37,072千円

　

(連結損益計算書関係)

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

※１　販売費及び一般管理費のうち主要なもの

販売手数料 6,104,916千円

給与手当 1,697,076千円

※１　販売費及び一般管理費のうち主要なもの

販売手数料 6,531,484千円

給与手当 1,786,182千円

※２　　　――――――――――――――――― ※２　固定資産売却益の内容

建物 58千円

器具及び備品 9千円

※３　　　――――――――――――――――― ※３　固定資産売却損の内容

建物 5,014千円

電話加入権 758千円

※４　固定資産除却損の内容

建物 11,959千円

器具及び備品 8,936千円

※４　固定資産除却損の内容

建物 7,768千円

器具及び備品 629千円

ソフトウェア 35,507千円

※５　株式売却に伴う返還金の内容

　株式売却に伴う返還金は、前代表執行役の㈱イ

ンビジブルハンド株式売却益の返還金でありま

す。

　なお、㈱インビジブルハンドは平成18年11月１

日にて㈱クライテリア・コミュニケーションズ

に商号変更しております。

※５　　　―――――――――――――――――

※６　その他特別損失の内容

過年度損益修正損 28,596千円

特別調査費用 13,143千円

子会社再編費用 77,331千円

子会社整理損 4,289千円

※６　その他特別損失の内容

過年度損益修正損 1,758千円
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(連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 514,192.40 1,068 ― 515,260.40

　
（変動事由の概要）

増加数の主な内訳は、次の通りであります。

　　　新株予約権行使による増加　　　　　1,068株

　
２　自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 12.32 ― ― 12.32

　
　

３　新株予約権等に関する事項

会社名 内訳
目的となる
株式の種類

目的となる株式の数(株） 当連結会計
年度末残高
（千円）

前連結
会計年度末

増加 減少
当連結
会計年度末

連結子会社
（㈱クライテリア・コ
ミュニケーションズ）

― ― ― ― ― ― 250

合計 ― ― ― ― 250

　
４　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成18年５月９日
取締役会

普通株式 102,836 200平成18年３月31日 平成18年６月28日

　
　(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となる

　　　もの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成19年５月28日
取締役会

普通株式 利益剰余金 103,049 200平成19年３月31日 平成19年６月28日
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当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 515,260.40 198 ― 515,458.40

　
（変動事由の概要）

増加数の主な内訳は、次の通りであります。

　　　新株予約権行使による増加　　　　　198 株

　
２　自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 12.32 2.08 ― 14.40

　
（変動事由の概要）

増加数の主な内訳は、次の通りであります。

　　　端株の買取による増加　　　　　    2.08株

　
３　新株予約権等に関する事項

会社名 内訳
目的となる
株式の種類

目的となる株式の数(株） 当連結会計
年度末残高
（千円）

前連結
会計年度末

増加 減少
当連結
会計年度末

連結子会社
（㈱クライテリア・コ
ミュニケーションズ）

― ― ― ― ― ― 250

合計 ― ― ― ― 250

　
４　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成19年５月28日
取締役会

普通株式 103,049 200平成19年３月31日 平成19年６月28日

　
　(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となる

　　　もの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成20年５月27日
取締役会

普通株式 利益剰余金 103,088 200平成20年３月31日 平成20年６月27日

　

次へ
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(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

※１　　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 2,248,355千円

預入期間が３ヶ月を超

える定期預金 △24,700千円

有価証券 112,816千円

現金及び現金同等物 2,336,470千円

※１　　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 697,533千円

預入期間が３ヶ月を超

える定期預金 △27,563千円

有価証券 113,236千円

現金及び現金同等物 783,207千円

※２　　株式の売却により連結子会社から除外した会社の

資産及び負債の主な内訳

　株式の売却により連結子会社から除外となった

会社の連結除外時の資産及び負債の内訳、並びに

当該会社株式の売却価額と売却のための収入（純

額）との関係は次のとおりです。

流動資産 181,460千円

固定資産 73,848千円

流動負債 △25,908千円

少数株主持分 △110,913千円

株式売却益 31,513千円

株式の売却価額 150,000千円

現金及び現金同等物 △121,119千円

差引：売却による収入

（純額） 28,880千円

※２　　　――――――――――――――――

※３　　　―――――――――――――――― ※３　　合併により㈱クライテリア・コミュニケーション

ズがアクションクリック㈱より引き継いだ資産及

び負債の主な内訳

　平成19年８月１日付で、㈱クライテリア・コミュ

ニケ－ションズがアクションクリック㈱と合併し

たことに伴い、同社より引き継いだ資産及び負債

の主な内訳は次のとおりです。

流動資産 147,464千円

固定資産 27,211千円

資産合計 174,675千円

流動負債 36,870千円

負債合計 36,870千円
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(リース取引関係)

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額

器具及び備品

取得価額相当額 79,301千円

減価償却累計額相当額 32,214千円

期末残高相当額 47,087千円

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額

器具及び備品

取得価額相当額 51,794千円

減価償却累計額相当額 21,606千円

期末残高相当額 30,187千円

(2) 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 18,284千円

１年超 30,355千円

合計 48,639千円

(2) 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 12,051千円

１年超 19,571千円

合計 31,622千円

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額

支払リース料 24,599千円

減価償却費相当額 21,888千円

支払利息相当額 3,363千円

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額

支払リース料 20,016千円

減価償却費相当額 17,787千円

支払利息相当額 2,145千円

(4) 減価償却費相当額の算定方法

　　　 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

(4) 減価償却費相当額の算定方法

同左

(5) 利息相当額の算定方法

　　　 リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差

額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。

(5) 利息相当額の算定方法

同左

　

　

EDINET提出書類

株式会社サイバー・コミュニケーションズ(E05130)

有価証券報告書

 62/102



(有価証券関係)

前連結会計年度(平成19年３月31日)

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの

種　　類
連結貸借対照表
計上額（千円）

時価（千円） 差額（千円）

時価が連結貸借対

照表計上額を超え

るもの

社　　債 160,266 160,310 43

小　　計 160,266 160,310 43

時価が連結貸借対

照表計上額を超え

ないもの

社　　債 100,642 100,200 △442

小　　計 100,642 100,200 △442

合　　　　　計 260,909 260,510 △399

　

２．その他有価証券で時価のあるもの

種　　類 取得原価 (千円)
連結貸借対照表
計上額(千円)

差額 (千円)

連結貸借対照表計

上額が取得原価を

超えるもの

株　　式 43,839 1,624,206 1,580,366

小　　計 43,839 1,624,206 1,580,366

連結貸借対照表計

上額が取得原価を

超えないもの

株　　式 176,703 175,906 △797

小　　計 176,703 175,906 △797

合　　　　　計 220,542 1,800,112 1,579,569

         (注）　当連結会計年度において、その他有価証券で時価のある株式760,600千円の減損処理を行っており

　　　　　　　ます。

　　　　　　　　なお、当該株式の減損にあたっては個別銘柄毎に、当連結会計年度における最高値・最安値と帳簿

　　　　　　　価格との乖離状況等保有有価証券の時価水準を把握するとともに発行体の外部信用貸付や公表財務諸

　　　　　　　表ベースでの各種財務比率の検討により信用リスクの定量評価を行い、総合的に判断しております。

　

３．時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額

(1) 満期保有目的の債券

非上場外国債券 100,062千円

(2) 関連会社株式

非上場株式 550,535千円

(3) その他有価証券

非上場株式 1,203,361千円

フリー・ファイナンシャル・ファンド 102,546千円

キャッシュ・リザーブ・ファンド 8,646千円

マネー・マネジメント・ファンド 1,623千円

　  　  （注）当連結会計年度において、その他有価証券で時価のない株式182,391千円の減損処理を行っております。
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４．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額

1年以内
(千円)

1年超5年以内
(千円)

5年超10年以内
(千円)

10年超
(千円)

１．債券

　(1)社債 360,971 ― ― ―

合　　　計 360,971 ― ― ―

　

　

当連結会計年度(平成20年３月31日)

　

１．その他有価証券で時価のあるもの

種　　類 取得原価 (千円)
連結貸借対照表
計上額(千円)

差額 (千円)

連結貸借対照表計

上額が取得原価を

超えるもの

株　　式 220,002 224,080 4,077

小　　計 220,002 224,080 4,077

連結貸借対照表計

上額が取得原価を

超えないもの

株　　式 808 495 △313

小　　計 808 495 △313

合　　　　　計 220,811 224,575 3,764

　

２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券

区分
当連結会計年度

（自平成19年４月１日
　　至平成20年３月31日）

売却額（千円） 781,951

売却益の合計額（千円） 564,502

売却損の合計額（千円） 1,104

　

３．時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額

(1) 関連会社株式

非上場株式 276,952千円

(2) その他有価証券

非上場株式 1,256,810千円

フリー・ファイナンシャル・ファンド 102,930千円

キャッシュ・リザーブ・ファンド 8,677千円

マネー・マネジメント・ファンド 1,628千円

　  　  （注）当連結会計年度において、その他有価証券で時価のない株式 48,500千円の減損処理を行っております。
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(デリバティブ取引関係)

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

　当企業集団は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。

　

当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

　当企業集団は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。

　

次へ
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(ストック・オプション等関係)

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

１　ストック・オプションに係る当連結会計年度における費用計上額及び科目名

当連結会計年度において、未公開企業である連結子会社株式会社電通イー・リンクが付与したス

トック・オプションについては、付与時の単位当たりの本源的価値が０円であるため、費用計上額は

ありません。

２　ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

（1）ストック・オプションの内容

会社名 提出会社 提出会社 提出会社 提出会社 提出会社

決議年月日
平成12年
６月27日

平成13年
６月27日

平成15年
６月20日

平成16年
６月28日

平成17年
６月28日

付与対象者の区分
及び人数（名）

　当社取締役 8 6 9 3 3

　当社監査役 - - 2 - -

　当社執行役 - - - 3 7

　当社従業員 34 94 10 62 116

　関係会社役員 - - - 2 7

　社外協力者 - - 3 - -

  その他 - - - - -

株式の種類 普通株式 普通株式 普通株式 普通株式 普通株式

付与数（株）
（注）

22,640 2,752 2,800 3,400 4,400

付与日
平成12年
７月８日

平成13年
７月25日

平成15年
７月30日

平成16年
８月４日

平成17年
９月21日

権利確定条件

対象者は、新株予約

権の行使時におい

て、当社の取締役、監

査役及び従業員であ

ることを要する。

対象者は、新株予約

権の行使時におい

て、当社の取締役、監

査役及び従業員であ

ることを要する。

新株予約権の割当を

受けた者（以下 、

「新株予約権者」と

いう。）のうち、当社

の取締役、監査役及

び従業員は、新株予

約権の行使時におい

て当社または当社の

関係会社の取締役、

監査役、顧問または

従業員の地位である

ことを要する。ただ

し、任期満了による

退任、定年による退

職の場合はこの限り

ではない。

新株予約権者のう

ち、社外協力者は新

株予約権の行使時に

おいても、社外協力

者であること、もし

くは当社または当社

の関係会社の取締

役、監査役、社外協力

者または従業員であ

ることを要する。

新株予約権の割当を

受けた者（以下 、

「新株予約権者」と

いう。）のうち、当社

の取締役、執行役及

び従業員は、新株予

約権の行使時におい

て当社または当社の

関係会社の取締役、

執行役、監査役、顧問

または従業員の地位

であることを要す

る。ただし、任期満了

による退任、定年に

よる退職の場合はこ

の限りではない。

新株予約権者のう

ち、社外協力者は新

株予約権の行使時に

おいても、社外協力

者であること、また

は当社もしくは当社

の関係会社の取締

役、監査役、社外協力

者もしくは従業員で

あることを要する。

新株予約権の割当を

受けた者（以下 、

「新株予約権者」と

いう。）のうち、当社

の取締役、執行役及

び従業員は、新株予

約権の行使時におい

て当社または当社の

関係会社の取締役、

執行役、監査役、顧問

または従業員の地位

であることを要す

る。ただし、任期満了

による退任、定年に

よる退職の場合はこ

の限りではない。

新株予約権者のう

ち、社外協力者は新

株予約権の行使時に

おいても、社外協力

者であること、また

は当社もしくは当社

の関係会社の取締

役、監査役、社外協力

者もしくは従業員で

あることを要する。

対象勤務期間
平成12年７月８日 平成13年７月25日 平成15年７月30日 平成16年８月４日 平成17年９月21日

～平成14年６月30日～平成15年６月30日～平成16年６月20日～平成17年６月28日～平成18年６月28日

権利行使期間
平成14年７月１日 平成15年７月１日 平成16年６月21日 平成17年６月29日 平成18年６月29日

～平成22年６月26日～平成23年６月26日～平成25年６月20日～平成26年６月28日～平成27年６月28日

（注）株式数に換算しております。なお、当社は平成17年７月20日付で１株を２株とする株式分割

　　　　を行なっておりますが、当該分割による調整後の株式数を記載しております。
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会社名
㈱クライテリア・
コミュニケーショ

ンズ

㈱クライテリア・
コミュニケーショ

ンズ

㈱クライテリア・
コミュニケーショ

ンズ

㈱クライテリア・
コミュニケーショ

ンズ

㈱電通
イー・リンク

決議年月日
平成17年
１月24日

平成17年
６月24日

平成17年
８月26日

平成17年
８月26日

平成18年
８月11日

付与対象者の区分
及び人数（名）

同社取締役 2 2 - 3 3

同社監査役 1 1 - - -

同社従業員 10 9 - 3 31

関係会社役員 2 - - 11 -

関係会社従業員 2 1 - 4 -

社外協力者 25 - - 4 1

その他 5 - 1 2 -

株式の種類 普通株式 普通株式 普通株式 普通株式 普通株式

付与数（株） 6,050 2,000 22,500 1,750 2,000

付与日
平成17年
２月１日

平成17年
７月26日

平成18年
１月31日

平成18年
３月28日

平成18年
８月23日

権利確定条件

①新株予約権者が個

人の場合、新株予約

権者は新株予約権行

使時において、当社、

当社の親会社・関連

会社、株式会社電通、

株式会社電通の子会

社・関連会社、株式

会社サイバー・コ

ミュニケーションズ

および株式会社サイ

バー・コミュニケー

ションズの子会社・

関連会社のいずれか

の取締役、監査役、執

行役、契約社員、その

他これに準ずる地位

にあること、または

当社と業務委託契

約、顧問契約などの

当社の業務に関連し

た契約を締結し、当

該契約の当事者であ

ることを要する。

②新株予約権者が法

人の場合、新株予約

権の行使時において

当社との間で継続的

取引関係に立つもの

であることを要す

る。

①新株予約権者が個

人の場合、新株予約

権者は新株予約権行

使時において、当社、

当社の親会社・関連

会社、株式会社電通、

株式会社電通の子会

社・関連会社、株式

会社サイバー・コ

ミュニケーションズ

および株式会社サイ

バー・コミュニケー

ションズの子会社・

関連会社のいずれか

の取締役、監査役、執

行役、契約社員、その

他これに準ずる地位

にあること、または

当社と業務委託契

約、顧問契約などの

当社の業務に関連し

た契約を締結し、当

該契約の当事者であ

ることを要する。

②新株予約権者が法

人の場合、新株予約

権の行使時において

当社との間で継続的

取引関係に立つもの

であることを要す

る。

本新株予約権の行使

時において新株予約

権者が当社の発行済

株式総数の40％以上

を所有し、かつ当社

の第１位の株主であ

ること。

①新株予約権者が個

人の場合、新株予約

権者は新株予約権行

使時において、当社、

当社の親会社・関連

会社、株式会社電通、

株式会社電通の子会

社・関連会社、株式

会社サイバー・コ

ミュニケーションズ

および株式会社サイ

バー・コミュニケー

ションズの子会社・

関連会社のいずれか

の取締役、監査役、執

行役、社員、契約社

員、その他これに準

ずる地位にあるこ

と、または当社と業

務委託契約、顧問契

約などの当社の業務

に関連した契約を締

結し、当該契約の当

事者であることを要

する。

②新株予約権者が法

人の場合、新株予約

権の行使時において

当社との間で継続的

取引関係に立つもの

であることを要す

る。

①新株予約権は、発

行時に割当を受けた

新株予約権者におい

て、これを行使する

ことを要する。

②新株予約権発行時

において当社または

当社子会社の取締役

および従業員であっ

た者は、新株予約権

行使時においても当

社、当社子会社また

は当社の関係会社の

役員または従業員で

あることを要する。

③新株予約権発行時

において社外のコン

サルタントであった

者は、新株予約権行

使時においても当社

との間でコンサルタ

ント契約を締結して

いることを要する。

また、社外のコンサ

ルタントは、新株予

約権行使時に先立

ち、当該行使に係る

新株予約権の数およ

び行使の時期につい

て、当社取締役会の

承認を要するものと

する。

対象勤務期間
対象勤務期間の定め 対象勤務期間の定め 対象勤務期間の定め 対象勤務期間の定め 平成18年８月23日

はありません。 はありません。 はありません。 はありません。 ～平成20年８月11日

権利行使期間
上場日 上場日 上場日 上場日 平成20年８月12日

～平成22年１月31日～平成22年６月24日～平成27年８月25日～平成22年８月25日～平成28年８月11日
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 　　　　 （2）ストック・オプションの規模及びその変動状況

当連結会計年度（平成19年３月期）において存在したストック・オプションの数に

ついては、株式数に換算して記載しております。

              ①ストック・オプションの数

会社名 提出会社 提出会社 提出会社 提出会社 提出会社

決議年月日
平成12年
６月27日

平成13年
６月27日

平成15年
６月20日

平成16年
６月28日

平成17年
６月28日

（権利確定前）

　期首（株） - - - - 4,241

　付与（株） - - - - -

　失効（株） - - - - 12

　権利確定（株） - - - - 4,229

　未確定残（株） - - - - -

（権利確定後）

　期首（株） 9,105 959 1,922 3,000 -

　権利確定（株） - - - - 4,229

　権利行使（株） 726 32 72 238 -

　失効（株） 5,842 76 - 12 330

　未行使残（株） 2,537 851 1,850 2,750 3,899

　

会社名
㈱クライテリア
・コミュニケー
ションズ

㈱クライテリア
・コミュニケー
ションズ

㈱クライテリア
・コミュニケー
ションズ

㈱クライテリア
・コミュニケー
ションズ

㈱電通
イー・リンク

決議年月日
平成17年
１月24日

平成17年
６月24日

平成17年
８月26日

平成17年
８月26日

平成18年
８月11日

（権利確定前）

　期首（株） 6,050 2,000 22,500 1,750 -

　付与（株） - - - - 2,000

　失効（株） - - - - -

　権利確定（株） - - - - -

　未確定残（株） 6,050 2,000 22,500 1,750 2,000

（権利確定後）

　期首（株） - - - - -

　権利確定（株） - - - - -

　権利行使（株） - - - - -

　失効（株） - - - - -

　未行使残（株） - - - - -

　

　　（注）当社は平成17年７月20日付で１株を２株とする株式分割を行なっておりますが、当該分割による調整後の株

　　　　　式数を記載しております。
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              ②単価情報

会社名 提出会社 提出会社 提出会社 提出会社 提出会社

決議年月日
平成12年
６月27日

平成13年
６月27日

平成15年
６月20日

平成16年
６月28日

平成17年
６月28日

権利行使価格
（円）

27,500 211,595 60,500 113,048 242,005

行使時平均株価
（円）

139,000 401,000 283,888 222,336 -

付与日における公
正な評価単価
（円）

- - - - -

　

会社名
㈱クライテリア
・コミュニケー
ションズ

㈱クライテリア
・コミュニケー
ションズ

㈱クライテリア
・コミュニケー
ションズ

㈱クライテリア
・コミュニケー
ションズ

㈱電通
イー・リンク

決議年月日
平成17年
１月24日

平成17年
６月24日

平成17年
８月26日

平成17年
８月26日

平成18年
８月11日

権利行使価格
（円）

20,000 20,000 20,000 20,000 44,000

行使時平均株価
（円）　

- - - - -

付与日における公
正な評価単価
（円）

- - - - -

　

３　ストック・オプションの公正な評価単価の見積もり方法

当連結会計年度における連結子会社の㈱電通イー・リンクが平成18年８月11日に付与したストッ

ク・オプションについては、同社が未公開企業であるため公正な評価単価を本源的価値により算定

しております。当該本源的価値の見積もりの基礎となる株式の評価方法は、ＤＣＦ方式等に基づいて

算出した価格を基礎として決定する方法によっております。

　なお、ストック・オプションの本源的価値による算定を行なった場合の当連結会計年度末における

本源的価値の合計額は、０円であります。
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当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

１　ストック・オプションに係る当連結会計年度における費用計上額及び科目名

該当事項はありません。

２　ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

（1）ストック・オプションの内容

会社名 提出会社 提出会社 提出会社 提出会社 提出会社

決議年月日
平成12年
６月27日

平成13年
６月27日

平成15年
６月20日

平成16年
６月28日

平成17年
６月28日

付与対象者の区分
及び人数（名）

　当社取締役 8 6 9 3 3

　当社監査役 - - 2 - -

　当社執行役 - - - 3 7

　当社従業員 34 94 10 62 116

　関係会社役員 - - - 2 7

　社外協力者 - - 3 - -

  その他 - - - - -

株式の種類 普通株式 普通株式 普通株式 普通株式 普通株式

付与数（株）
（注）

22,640 2,752 2,800 3,400 4,400

付与日
平成12年
７月８日

平成13年
７月25日

平成15年
７月30日

平成16年
８月４日

平成17年
９月21日

権利確定条件

対象者は、新株予約

権の行使時におい

て、当社の取締役、監

査役及び従業員であ

ることを要する。

対象者は、新株予約

権の行使時におい

て、当社の取締役、監

査役及び従業員であ

ることを要する。

新株予約権の割当を

受けた者（以下 、

「新株予約権者」と

いう。）のうち、当社

の取締役、監査役及

び従業員は、新株予

約権の行使時におい

て当社または当社の

関係会社の取締役、

監査役、顧問または

従業員の地位である

ことを要する。ただ

し、任期満了による

退任、定年による退

職の場合はこの限り

ではない。

新株予約権者のう

ち、社外協力者は新

株予約権の行使時に

おいても、社外協力

者であること、もし

くは当社または当社

の関係会社の取締

役、監査役、社外協力

者または従業員であ

ることを要する。

新株予約権の割当を

受けた者（以下 、

「新株予約権者」と

いう。）のうち、当社

の取締役、執行役及

び従業員は、新株予

約権の行使時におい

て当社または当社の

関係会社の取締役、

執行役、監査役、顧問

または従業員の地位

であることを要す

る。ただし、任期満了

による退任、定年に

よる退職の場合はこ

の限りではない。

新株予約権者のう

ち、社外協力者は新

株予約権の行使時に

おいても、社外協力

者であること、また

は当社もしくは当社

の関係会社の取締

役、監査役、社外協力

者もしくは従業員で

あることを要する。

新株予約権の割当を

受けた者（以下 、

「新株予約権者」と

いう。）のうち、当社

の取締役、執行役及

び従業員は、新株予

約権の行使時におい

て当社または当社の

関係会社の取締役、

執行役、監査役、顧問

または従業員の地位

であることを要す

る。ただし、任期満了

による退任、定年に

よる退職の場合はこ

の限りではない。

新株予約権者のう

ち、社外協力者は新

株予約権の行使時に

おいても、社外協力

者であること、また

は当社もしくは当社

の関係会社の取締

役、監査役、社外協力

者もしくは従業員で

あることを要する。

対象勤務期間
平成12年７月８日 平成13年７月25日 平成15年７月30日 平成16年８月４日 平成17年９月21日

～平成14年６月30日～平成15年６月30日～平成16年６月20日～平成17年６月28日～平成18年６月28日

権利行使期間
平成14年７月１日 平成15年７月１日 平成16年６月21日 平成17年６月29日 平成18年６月29日

～平成22年６月26日～平成23年６月26日～平成25年６月20日～平成26年６月28日～平成27年６月28日

（注）株式数に換算しております。なお、当社は平成17年７月20日付で１株を２株とする株式分割

　　　　を行なっておりますが、当該分割による調整後の株式数を記載しております。
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会社名
㈱クライテリア・
コミュニケーショ

ンズ

㈱クライテリア・
コミュニケーショ

ンズ

㈱クライテリア・
コミュニケーショ

ンズ

㈱クライテリア・
コミュニケーショ

ンズ

㈱電通
イー・リンク

決議年月日
平成17年
１月24日

平成17年
６月24日

平成17年
８月26日

平成17年
８月26日

平成18年
８月11日

付与対象者の区分
及び人数（名）

同社取締役 2 2 - 3 3

同社監査役 1 1 - - -

同社従業員 10 9 - 3 31

関係会社役員 2 - - 11 -

関係会社従業員 2 1 - 4 -

社外協力者 25 - - 4 1

その他 5 - 1 2 -

株式の種類 普通株式 普通株式 普通株式 普通株式 普通株式

付与数（株） 6,050 2,000 22,500 1,750 2,000

付与日
平成17年
２月１日

平成17年
７月26日

平成18年
１月31日

平成18年
３月28日

平成18年
８月23日

権利確定条件

①新株予約権者が個

人の場合、新株予約

権者は新株予約権行

使時において、当社、

当社の親会社・関連

会社、株式会社電通、

株式会社電通の子会

社・関連会社、株式

会社サイバー・コ

ミュニケーションズ

および株式会社サイ

バー・コミュニケー

ションズの子会社・

関連会社のいずれか

の取締役、監査役、執

行役、契約社員、その

他これに準ずる地位

にあること、または

当社と業務委託契

約、顧問契約などの

当社の業務に関連し

た契約を締結し、当

該契約の当事者であ

ることを要する。

②新株予約権者が法

人の場合、新株予約

権の行使時において

当社との間で継続的

取引関係に立つもの

であることを要す

る。

①新株予約権者が個

人の場合、新株予約

権者は新株予約権行

使時において、当社、

当社の親会社・関連

会社、株式会社電通、

株式会社電通の子会

社・関連会社、株式

会社サイバー・コ

ミュニケーションズ

および株式会社サイ

バー・コミュニケー

ションズの子会社・

関連会社のいずれか

の取締役、監査役、執

行役、契約社員、その

他これに準ずる地位

にあること、または

当社と業務委託契

約、顧問契約などの

当社の業務に関連し

た契約を締結し、当

該契約の当事者であ

ることを要する。

②新株予約権者が法

人の場合、新株予約

権の行使時において

当社との間で継続的

取引関係に立つもの

であることを要す

る。

本新株予約権の行使

時において新株予約

権者が当社の発行済

株式総数の40％以上

を所有し、かつ当社

の第１位の株主であ

ること。

①新株予約権者が個

人の場合、新株予約

権者は新株予約権行

使時において、当社、

当社の親会社・関連

会社、株式会社電通、

株式会社電通の子会

社・関連会社、株式

会社サイバー・コ

ミュニケーションズ

および株式会社サイ

バー・コミュニケー

ションズの子会社・

関連会社のいずれか

の取締役、監査役、執

行役、社員、契約社

員、その他これに準

ずる地位にあるこ

と、または当社と業

務委託契約、顧問契

約などの当社の業務

に関連した契約を締

結し、当該契約の当

事者であることを要

する。

②新株予約権者が法

人の場合、新株予約

権の行使時において

当社との間で継続的

取引関係に立つもの

であることを要す

る。

①新株予約権は、発

行時に割当を受けた

新株予約権者におい

て、これを行使する

ことを要する。

②新株予約権発行時

において当社または

当社子会社の取締役

および従業員であっ

た者は、新株予約権

行使時においても当

社、当社子会社また

は当社の関係会社の

役員または従業員で

あることを要する。

③新株予約権発行時

において社外のコン

サルタントであった

者は、新株予約権行

使時においても当社

との間でコンサルタ

ント契約を締結して

いることを要する。

また、社外のコンサ

ルタントは、新株予

約権行使時に先立

ち、当該行使に係る

新株予約権の数およ

び行使の時期につい

て、当社取締役会の

承認を要するものと

する。

対象勤務期間
対象勤務期間の定め 対象勤務期間の定め 対象勤務期間の定め 対象勤務期間の定め 平成18年８月23日

はありません。 はありません。 はありません。 はありません。 ～平成20年８月11日

権利行使期間
上場日 上場日 上場日 上場日 平成20年８月12日

～平成22年１月31日～平成22年６月24日～平成27年８月25日～平成22年８月25日～平成28年８月11日
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 　　　　 （2）ストック・オプションの規模及びその変動状況

当連結会計年度（平成20年３月期）において存在したストック・オプションの数に

ついては、株式数に換算して記載しております。

              ①ストック・オプションの数

会社名 提出会社 提出会社 提出会社 提出会社 提出会社

決議年月日
平成12年
６月27日

平成13年
６月27日

平成15年
６月20日

平成16年
６月28日

平成17年
６月28日

（権利確定前）

　期首（株） - - - - -

　付与（株） - - - - -

　失効（株） - - - - -

　権利確定（株） - - - - -

　未確定残（株） - - - - -

（権利確定後）

　期首（株） 2,537 851 1,850 2,750 3,899

　権利確定（株） - - - - -

　権利行使（株） - - 198 - -

　失効（株） - 54 - 10 113

　未行使残（株） 2,537 797 1,652 2,740 3,786

　

会社名
㈱クライテリア
・コミュニケー
ションズ

㈱クライテリア
・コミュニケー
ションズ

㈱クライテリア
・コミュニケー
ションズ

㈱クライテリア
・コミュニケー
ションズ

㈱電通
イー・リンク

決議年月日
平成17年
１月24日

平成17年
６月24日

平成17年
８月26日

平成17年
８月26日

平成18年
８月11日

（権利確定前）

　期首（株） 6,050 2,000 22,500 1,750 2,000

　付与（株） - - - - -

　失効（株） - - - - -

　権利確定（株） - - - - -

　未確定残（株） 6,050 2,000 22,500 1,750 2,000

（権利確定後）

　期首（株） - - - - -

　権利確定（株） - - - - -

　権利行使（株） - - - - -

　失効（株） - - - - -

　未行使残（株） - - - - -

　

　　（注）当社は平成17年７月20日付で１株を２株とする株式分割を行なっておりますが、当該分割による調整後の株

　　　　　式数を記載しております。
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              ②単価情報

会社名 提出会社 提出会社 提出会社 提出会社 提出会社

決議年月日
平成12年
６月27日

平成13年
６月27日

平成15年
６月20日

平成16年
６月28日

平成17年
６月28日

権利行使価格
（円）

27,500 211,595 60,500 113,048 242,005

行使時平均株価
（円）

- - 80,500 - -

付与日における公
正な評価単価
（円）

- - - - -

　

会社名
㈱クライテリア
・コミュニケー
ションズ

㈱クライテリア
・コミュニケー
ションズ

㈱クライテリア
・コミュニケー
ションズ

㈱クライテリア
・コミュニケー
ションズ

㈱電通
イー・リンク

決議年月日
平成17年
１月24日

平成17年
６月24日

平成17年
８月26日

平成17年
８月26日

平成18年
８月11日

権利行使価格
（円）

20,000 20,000 20,000 20,000 44,000

行使時平均株価
（円）　

- - - - -

付与日における公
正な評価単価
（円）

- - - - -

　

３　ストック・オプションの公正な評価単価の見積もり方法

連結子会社の㈱電通イー・リンクが平成18年８月11日に付与したストック・オプションについて

は、同社が未公開企業であるため公正な評価単価を本源的価値により算定しております。当該本源的

価値の見積もりの基礎となる株式の評価方法は、ＤＣＦ方式等に基づいて算出した価格を基礎とし

て決定する方法によっております。

　なお、ストック・オプションの本源的価値による算定を行なった場合の当連結会計年度末における

本源的価値の合計額は、０円であります。

　

前へ　　　次へ
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(税効果会計関係)

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

　繰延税金資産

減価償却超過額 22,879千円

貸倒引当金繰入超過額 19,581千円

投資有価証券評価損 348,889千円

未払事業税 42,142千円

未払賞与 51,088千円

その他有価証券評価差額金 4,415千円

繰越欠損金 139,215千円

その他 31,305千円

繰延税金資産小計 659,518千円

評価性引当額 △141,848千円

繰延税金負債（固定）との相殺 △395,084千円

繰延税金資産合計 122,585千円

　繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △647,950千円

繰延税金資産（固定）との相殺 395,084千円

繰延税金負債合計 △252,866千円

差引：繰延税金負債の純額 △130,280千円

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

　繰延税金資産

減価償却費 57,594千円

貸倒引当金 6,302千円

投資有価証券評価損 59,639千円

未払事業税 12,823千円

未払賞与 47,019千円

繰越欠損金 279,676千円

その他 15,877千円

繰延税金資産小計 478,934千円

評価性引当額 △305,519千円

繰延税金負債（固定）との相殺 △1,671千円

繰延税金資産合計 171,743千円

　繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 1,671千円

繰延税金資産（固定）との相殺 △1,671千円

繰延税金負債合計 ― 千円

差引：繰延税金資産の純額 171,743千円

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 41.0％

 (調整)

交際費等永久に損金に算入
されない項目

0.7

住民税均等割等 0.8

のれんの償却額 10.6

持分法による投資損失 3.5

持分変動利益 △0.1

評価性引当額 △2.2

投資有価証券評価損 5.3

その他 0.9

税効果会計適用後の法人税
等の負担率

60.5％

　

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 41.0％

 (調整)

交際費等永久に損金に算入
されない項目

0.6

住民税均等割等 0.5

のれんの償却額 8.8

持分法による投資損失 3.6

評価性引当額 12.8

投資有価証券売却益 0.2

関係会社株式売却益 △5.1

その他 △1.5

税効果会計適用後の法人税
等の負担率

60.9％
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)、当連結会計年度(自　平成19年４月１日　

至　平成20年３月31日)については、当企業集団の事業は単一セグメントの事業であるため、事業の種類別

セグメント情報を記載しておりません。

　

【所在地別セグメント情報】

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)、当連結会計年度(自　平成19年４月１日　

至　平成20年３月31日)については、在外連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。

　

【海外売上高】

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)、当連結会計年度(自　平成19年４月１日　

至　平成20年３月31日)については、海外売上高がないため、該当事項はありません。

　

EDINET提出書類

株式会社サイバー・コミュニケーションズ(E05130)

有価証券報告書

 75/102



【関連当事者との取引】

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)
　
（１）親会社及び法人主要株主等

属性
会社等

の名称
住所

資本金

（千円）

事業の

内容

議決権等

の所有

(被所有)割合

(％)

関係内容
取引の

内容

取引金額

(千円)
科目

期末残高

(千円)役員の
兼任等

事業上
の関係

親会社
株式会社

電通

東京都

港区
58,967,100広告業

被所有

直接47.5
―

当社のイ

ン タ ー

ネット広

告の販売

先であり

ます。

売上高 18,884,716売掛金 1,887,898

資金
の貸付

686,663
短期
貸付金

686,663

(注) １　上記の金額のうち取引金額は消費税等は含まず、期末残高のうち売掛金は消費税等を含んで表示しており

ます。

２　取引条件及び取引条件の決定方針等

取引条件は、市場価格を勘案して一般取引条件と同様に決定しております。

　

　

当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)
　
（１）親会社及び法人主要株主等

属性
会社等

の名称
住所

資本金

（千円）

事業の

内容

議決権等

の所有

(被所有)割合

(％)

関係内容
取引の

内容

取引金額

(千円)
科目

期末残高

(千円)役員の
兼任等

事業上
の関係

親会社
株式会社

電通

東京都

港区
58,967,100広告業

被所有

直接47.5
―

当社のイ

ン タ ー

ネット広

告の販売

先であり

ます。

売上高 20,354,310売掛金 2,290,740

資金
の貸付

2,467,749
短期
貸付金

2,467,749

(注) １　上記の金額のうち取引金額は消費税等は含まず、期末残高のうち売掛金は消費税等を含んで表示しており

ます。

２　取引条件及び取引条件の決定方針等

取引条件は、市場価格を勘案して一般取引条件と同様に決定しております。

　

　

　

(企業結合等関係)

当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

重要性が乏しいため、記載を省略しております。
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(１株当たり情報)

　

項目
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１株当たり純資産額 14,974円38銭 14,195円14銭

１株当たり当期純利益 590円18銭 1,186円77銭

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

583円63銭 1,182円64銭

(注)　１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　

項目
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１株当たり当期純利益

当期純利益（千円） 303,707 611,563

普通株主に帰属しない金額（千円） ― ―

普通株式に係る当期純利益（千円） 303,707 611,563

普通株式の期中平均株式数（株） 514,599 515,318

潜在株式調整後１株当たり当期純利益

当期純利益調整額（千円） ― ―

普通株式増加数（株） 5,779 1,798

（うち新株予約権等） (5,779) (1,798)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調

整後１株当たり当期純利益の算定に含

めなかった潜在株式の概要

　当社の発行した新株予約権の当連結会計

年度末の状況は下記のとおりであります。

　新株予約権等２種類

　株主総会の決議日

　平成13年６月27日

　新株予約権の数　　　　　　 851個

　株主総会の決議日

　平成17年６月28日

　新株予約権の数　　　　　 3,899個

当社の発行した新株予約権の当連結会計

年度末の状況は下記のとおりであります。

　新株予約権等３種類

　株主総会の決議日

　平成13年６月27日

　新株予約権の数　　　　　　 797個

　株主総会の決議日

　平成16年６月28日

　新株予約権の数　　　　　 2,740個

　株主総会の決議日

　平成17年６月28日

　新株予約権の数　　　　　 3,786個

　当社の連結子会社である㈱クライテリア

・コミュニケーションズの発行した当連

結会計年度末の新株予約権の状況は下記

のとおりであります。

　新株予約権等４種類

　株主総会の決議日

　平成17年１月24日

　平成17年６月24日

　平成17年８月26日

　新株予約権の数　　　　　　  88個

　当社の連結子会社である㈱クライテリア

・コミュニケーションズの発行した当連

結会計年度末の新株予約権の状況は下記

のとおりであります。

　新株予約権等４種類

　株主総会の決議日

　平成17年１月24日

　平成17年６月24日

　平成17年８月26日

　新株予約権の数　　　　　　  88個

　当社の連結子会社である㈱電通イー・リ

ンクの発行した当連結会計年度末の新株

予約権の状況は下記のとおりであります。

　新株予約権等１種類

　株主総会の決議日

　平成18年８月11日

　新株予約権の数　　　　　 2,000個　

　当社の連結子会社である㈱電通イー・リ

ンクの発行した当連結会計年度末の新株

予約権の状況は下記のとおりであります。

　新株予約権等１種類

　株主総会の決議日

　平成18年８月11日

　新株予約権の数　　　　　 1,800個　

　

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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⑤ 【連結附属明細表】

【社債明細表】

該当事項はありません。

　

【借入金等明細表】

区分
前期末残高
（千円）

当期末残高
（千円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 80,000 ― ― ―

１年以内に返済予定の長期借入金 7,949 8,555 1.45 ―

１年以内に返済予定のリース債務 ― ― ― ―

長期借入金
（１年以内に返済予定のものを除く。）

25,878 17,323 0.77
平成21年４月１日～
平成24年１月１日

リース債務
（１年以内に返済予定のものを除く。）

― ― ― ―

その他有利子負債 ― ― ― ―

合　計 113,827 25,878 ― ―

  （注）１．平均利率については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。

        ２. 長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年間の返済予定

            額は以下のとおりであります。

1年超２年以内

（千円）

２年超３年以内

（千円）

３年超４年以内

（千円）

４年超５年以内

（千円）

長期借入金 6,265 5,784 5,274 ―

　

　

　

(2) 【その他】

該当事項はありません。
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２ 【財務諸表等】

(1) 【財務諸表】

① 【貸借対照表】

　
第11期

(平成19年３月31日)
第12期

(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ　流動資産

　１　現金及び預金 585,374 81,222

　２　売掛金 ※２ 5,533,798 6,544,262

　３　有価証券 473,788 113,236

　４　前渡金 ― 201,245

　５　前払費用 37,243 36,091

　６　繰延税金資産 97,028 62,968

　７　関係会社短期貸付金 834,136 2,706,568

　８　未収入金 544,358 506,661

　９　その他 18,942 49,988

　　　貸倒引当金 △639 △15,015

　　　流動資産合計 8,124,03152.7 10,287,22964.6

Ⅱ　固定資産

　１　有形固定資産 ※１

　　(１) 建物 104,047 79,994

　　(２) 器具及び備品 76,246 64,304

　　(３) 土地 890 890

　　(４) 建設仮勘定 ― 1,700

　　　有形固定資産合計 181,1841.2 146,8900.9

　２　無形固定資産

　　(１) ソフトウェア 582,027 911,870

　　(２) ソフトウェア仮勘定 207,866 34,291

　　(３) 電話加入権 888 888

　　　無形固定資産合計 790,7835.1 947,0515.9

　３　投資その他の資産

　　(１) 投資有価証券 3,016,940 1,434,865

　　(２) 関係会社株式 2,859,471 2,474,106

　　(３) 従業員長期貸付金 5,318 4,540

　　(４) 関係会社長期貸付金 20,000 ―

　　(５) 破産更生債権等 57,379 1,472

　　(６) 長期前払費用 18,000 94,685

　　(７) 繰延税金資産 ― 235,887

　　(８) 敷金及び保証金 243,168 226,250

　　(９) その他 160,135 83,410

　　　　貸倒引当金 △49,063 △1,473

　　　投資その他の資産合計 6,331,35041.0 4,553,74528.6

　　　固定資産合計 7,303,31847.3 5,647,68735.4

　　　資産合計 15,427,350100.0 15,934,917100.0
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　 第11期
(平成19年３月31日)

第12期
(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ　流動負債

　１　買掛金 6,358,967 7,258,725

　２　関係会社短期借入金 ― 150,000

　３　未払金 ― 228,511

　４　未払費用 313,134 120,247

　５　未払法人税等 473,618 95,263

　６　未払消費税等 82,626 16,269

　７　前受金 48,140 147,188

　８　預り金 7,199 9,249

　９　その他 94,819 ―

　　　流動負債合計 7,378,50747.9 8,025,45650.4

Ⅱ　固定負債

　　　繰延税金負債 128,476 ―

　　　固定負債合計 128,4760.8 ― ―

　　　負債合計 7,506,98348.7 8,025,45650.4

(純資産の部)

Ⅰ　株主資本

　１　資本金 2,381,97515.4 2,387,96515.0

　２　資本剰余金

　　(1) 資本準備金 798,596 804,585

　　(2) その他資本剰余金 1,150,000 1,150,000

　　　　資本剰余金合計 1,948,59612.7 1,954,58512.2

　３　利益剰余金

　　その他利益剰余金

　　　　繰越利益剰余金 2,659,090 3,565,912

　　　　利益剰余金合計 2,659,09017.2 3,565,91222.4

　４　自己株式 △1,231△0.0 △1,352△0.0

　　　株主資本合計 6,988,43145.3 7,907,11049.6

Ⅱ　評価・換算差額等

　　その他有価証券評価差額金 931,9356.0 2,3490.0

　　　評価・換算差額等合計 931,9356.0 2,3490.0

　　　純資産合計 7,920,36751.3 7,909,46049.6

　　　負債純資産合計 15,427,350100.0 15,934,917100.0
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② 【損益計算書】

　
第11期

(自　平成18年４月１日 
 至　平成19年３月31日)

第12期
(自　平成19年４月１日 
 至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高 ※１ 40,778,928100.0 44,117,658100.0

Ⅱ　売上原価 30,541,20574.9 33,087,43675.0

　　　売上総利益 10,237,72325.1 11,030,22225.0

Ⅲ　販売費及び一般管理費

　１　給与手当 1,132,555 1,038,709

　２　販売手数料 6,149,051 6,582,850

　３　賃借料 202,853 260,440

　４　業務委託費 27,218 ―

　５　減価償却費 212,868 270,088

　６　貸倒引当金繰入額 ― 251

　７　その他 958,0478,682,59521.31,400,9629,553,30121.7

　　　営業利益 1,555,1283.8 1,476,9203.3

Ⅳ　営業外収益

　１　受取利息 ※１ 4,754 18,272

　２　受取配当金 46,377 1,759

　３　有価証券利息 4,809 2,345

　４　役員保険解約返戻金 10,392 42

　５　その他 ― 66,3340.2 655 23,0750.1

Ⅴ　営業外費用

　１　支払利息 ※１ 3,017 940

　２　貸倒引当金繰入額 ― 14,376

　３　その他 1,135 4,1530.0 1 15,3170.0

　　　経常利益 1,617,3094.0 1,484,6783.4

Ⅵ　特別利益

　１　固定資産売却益 ※２ ― 67

　２　投資有価証券売却益 ― 570,402

　３　子会社株式売却益 31 ―

　４　貸倒引当金戻入額 2,124 ―

　５　株式売却に伴う返還金 419,248421,4041.0 ― 570,4701.3

Ⅶ　特別損失

　１　固定資産売却損 ※３ ― 5,014

　２　固定資産除却損 ※４ 19,582 37,187

　３　関係会社株式売却損 ― 110,400

　４　投資有価証券売却損 ― 1,104

　５　関係会社株式評価損 307,669 49,465

　６　投資有価証券評価損 836,066 48,500

　７　本社移転関連費用 21,418 4,825

　８　子会社整理損 4,289 ―

　９　その他特別損失 ※５ 90,4741,279,5013.1 ― 256,4960.6

　　　税引前当期純利益 759,2111.9 1,798,6514.1

　　　法人税、住民税
　　　及び事業税

781,000 473,100

　　　法人税等調整額 △486,336294,6630.8 315,680788,7801.8

　　　当期純利益 464,5481.1 1,009,8712.3
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売上原価明細書

　
第11期

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

第12期
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

Ⅰ　媒体費 30,462,56999.7 32,685,55498.8

Ⅱ　その他 78,635 0.3 401,881 1.2

　　当期売上原価 30,541,205100.0 33,087,436100.0

　

EDINET提出書類

株式会社サイバー・コミュニケーションズ(E05130)

有価証券報告書

 82/102



③ 【株主資本等変動計算書】

第11期(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

(単位：千円)　　　
株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金
その他資本
剰余金

資本剰余金合計

その他利益
剰余金

利益剰余金合計
繰越利益剰余金

平成18年３月31日残高 2,339,609782,9651,150,0001,932,9652,297,3782,297,378

事業年度中の変動額

　新株の発行 42,366 15,630 15,630

　剰余金の配当 △102,836△102,836

　当期純利益 464,548 464,548

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計 42,366 15,630 ― 15,630 361,712 361,712

平成19年３月31日残高 2,381,975798,5961,150,0001,948,5962,659,0902,659,090

　

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式 株主資本合計

その他有価証券
評価差額金

評価・換算差額等
合計

平成18年３月31日残高 △1,231 6,568,721 △24,932 △24,932 6,543,788

事業年度中の変動額

　新株の発行 57,997 57,997

　剰余金の配当 △102,836 △102,836

　当期純利益 464,548 464,548

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

956,868 956,868 956,868

事業年度中の変動額合計 ― 419,710 956,868 956,868 1,376,578

平成19年３月31日残高 △1,231 6,988,431 931,935 931,935 7,920,367
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第12期(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

(単位：千円)　　　
株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金
その他資本
剰余金

資本剰余金合計

その他利益
剰余金

利益剰余金合計
繰越利益剰余金

平成19年３月31日残高 2,381,975798,5961,150,0001,948,5962,659,0902,659,090

事業年度中の変動額

　新株の発行 5,989 5,989 5,989

　剰余金の配当 △103,049△103,049

　当期純利益 1,009,8711,009,871

　自己株式の取得

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計 5,989 5,989 ― 5,989 906,821 906,821

平成20年３月31日残高 2,387,965804,5851,150,0001,954,5853,565,9123,565,912

　

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式 株主資本合計

その他有価証券
評価差額金

評価・換算差額等
合計

平成19年３月31日残高 △1,231 6,988,431 931,935 931,935 7,920,367

事業年度中の変動額

　新株の発行 11,979 11,979

　剰余金の配当 △103,049 △103,049

　当期純利益 1,009,871 1,009,871

　自己株式の取得 △121 △121 △121

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

△929,586 △929,586 △929,586

事業年度中の変動額合計 △121 918,679 △929,586 △929,586 △10,906

平成20年３月31日残高 △1,352 7,907,110 2,349 2,349 7,909,460
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重要な会計方針

　

項目
第11期

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

第12期
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１　有価証券の評価基準及び

評価方法

満期保有目的の債券

　　償却原価法（利息法）を採用して

  おります。

満期保有目的の債券

　　　　　　　同左

子会社及び関連会社株式

　　移動平均法による原価法を採用し

  ております。

子会社及び関連会社株式

　　　　　　　同左

その他有価証券

　時価のあるもの

　　決算日の市場価格等に基づく時価

  法（評価差額は全部純資産直入法に

  より処理し、売却原価は、移動平均

  法により算定）を採用しておりま

　す。

その他有価証券

　時価のあるもの

　　　　　　　　同左

 時価のないもの

　　移動平均法による原価法を採用して

おります。

 時価のないもの

同左

２　固定資産の減価償却の方

法

(1) 有形固定資産

　　定率法を採用しております。

　　なお、主な耐用年数は以下のとおり

です。

　　　建物　　　　　３～38年

　　　器具及び備品　４～８年

(1) 有形固定資産

同左

　　

　　

　　

（会計方針の変更）

　法人税等の改正((所得税法等の

一部を改正する法律　平成19年３

月30日　法律第６号)及び(法人税

法施行令の一部を改正する政令　

平成19年３月30日　政令第83号))

に伴い、当期より平成19年４月１

日以降に取得したものについて

は、改正後の法人税法に基づく方

法に変更しております。

　なお、当該変更に伴う損益に与え

る影響は軽微であります。

(2) 無形固定資産

　　　自社利用のソフトウェアについて

は、社内における見込利用可能期

間（５年以内）に基づく定額法を

採用しております。

(2) 無形固定資産

同左

３　引当金の計上基準 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念先債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を検討し、

回収不能見込額を計上しております。

貸倒引当金

同左

４　収益及び費用の計上基準 広告掲載終了日基準によっておりま

す。

同左

５　リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。

同左

６　その他財務諸表作成のた

めの重要な事項

消費税等の会計処理

　税抜方式によっております。

消費税等の会計処理

同左

EDINET提出書類

株式会社サイバー・コミュニケーションズ(E05130)

有価証券報告書

 85/102



　

EDINET提出書類

株式会社サイバー・コミュニケーションズ(E05130)

有価証券報告書

 86/102



財務諸表作成の基本となる重要な事項の変更

会計処理の変更

　
第11期

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

第12期
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等）

　当期より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準」（企業会計基準委員会　平成17年12月９日　

企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基

準委員会　平成17年12月９日　企業会計基準適用指針第

８号）を適用しております。

　従来の「資本の部」の合計に相当する金額は

7,920,367千円であります。

　なお、当期より貸借対照表の純資産の部については、財

務諸表等規則の改正に伴い、改正後の財務諸表等規則に

より作成しております。

　　　　　　―――――――――――――――

　

表示方法の変更

　
第11期

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

第12期
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

（貸借対照表関係）

１　前期まで流動資産「貯蔵品」は、区分掲記しておりま

したが、金額が僅少となっため、当期より流動資産

「その他」に含めることにいたしました。

　

　（貸借対照表関係）

１　前期まで流動資産の「その他」に含めて表示してお

りました「前渡金」については、資産総額の100分の

１超となったため、当期より区分掲記しております。

　なお、前期における「前渡金」の金額は3,500千円で

あります。　　　　

２　前期まで投資その他の資産「保険積立金」は、区分掲

記しておりましたが、資産総額の100分の１以下と

なったため、当期より投資その他の資産「その他」に

含めることにいたしました。

２　前期まで流動負債の「未払費用」に含めて表示して

おりました「未払金」については重要性が増したた

め、当期より区分掲記しております。

　なお、前期における「未払金」の金額は196,241千円

であります。　

　（損益計算書関係）

１　前期まで販売費及び一般管理費「業務委託費」は、区

分掲記しておりましたが、金額が僅少となったため、

当期より販売費及び一般管理費「その他」に含める

ことにいたしました。
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注記事項

(貸借対照表関係)

　
第11期

(平成19年３月31日)
第12期

(平成20年３月31日)

※１　有形固定資産の減価償却累計額　 70,408千円※１　有形固定資産の減価償却累計額　 　98,427千円

※２　関係会社に係る注記

　　　区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている関

係会社に対するものは以下の通りであります。

売掛金　  　  　 　1,810,479千円

※２　関係会社に係る注記

　　　区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている関

係会社に対するものは以下の通りであります。

　　　　売掛金  2,208,380千円

　

(損益計算書関係)

　
第11期

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

第12期
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

※１　関係会社に係る注記

　　　各科目に含まれている関係会社に対するものは以下

の通りであります。

　　　　売上高 18,133,077千円

支払利息 3,017千円

※２　　　　　――――――――――――

　　　

※３　　　　　――――――――――――

　　　　

※４　固定資産除却損の内容

　　　　建物 10,646千円

器具及び備品 8,936千円

※５　その他特別損失の内容

　　　　子会社再編費用 77,331千円

特別調査費用 13,143千円

※１　関係会社に係る注記

　　　各科目に含まれている関係会社に対するものは以下

の通りであります。

　　　　売上高 19,765,411千円

受取利息 16,326千円

※２　固定資産売却益の内容

　　　　建物 58千円

器具及び備品 9千円

※３　固定資産売却損の内容

　　　　建物 5,014千円

※４　固定資産除却損の内容

　　　　建物 1,050千円

器具及び備品 629千円

ソフトウェア 35,507千円

※５　　　　　――――――――――――

　　

　

　

(株主資本等変動計算書関係)

第11期(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

１　自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株） 12.32 ― ― 12.32

　

　

第12期(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

１　自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株） 12.32 2.08 ― 14.40

　　　（変動事由の概要）

　　　増加数の主な内訳は、次のとおりであります。

　　　　端株の買取による増加　　　　　　　　2.08株
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(リース取引関係)

　
第11期

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

第12期
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

器具及び備品

取得価額相当額 5,797千円

減価償却累計額相当額 5,521千円

期末残高相当額 276千円

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

器具及び備品

取得価額相当額 3,050千円

減価償却累計額相当額 304千円

期末残高相当額 2,745千円

(2) 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 289千円

１年超 ― 千円

合計 289千円

(2) 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 585千円

１年超 2,177千円

合計 2,763千円

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

支払リース料 870千円

減価償却費相当額 828千円

支払利息相当額 10千円

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

支払リース料 615千円

減価償却費相当額 581千円

支払利息相当額 40千円

(4) 減価償却費相当額の算定方法

 　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

　 定額法によっております。

(4) 減価償却費相当額の算定方法

同左

(5) 利息相当額の算定方法

　 リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差

　 額を利息相当額とし、各期への配分方法については

　 、利息法によっております。

(5) 利息相当額の算定方法

同左

　

　

　

(有価証券関係)

第11期(平成19年３月31日)

子会社及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

　

　

第12期(平成20年３月31日)

子会社及び関連会社株式で時価のあるものはありません。
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(税効果会計関係)

　
第11期

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

第12期
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

　繰延税金資産

　減価償却超過額 20,435千円

　貸倒引当金繰入超過額 19,581千円

　投資有価証券評価損 352,978千円

　関係会社株式評価損 126,144千円

　未払事業税 35,590千円

　未払賞与 31,082千円

　その他 30,682千円

　繰延税金資産小計 616,496千円

　繰延税金負債（固定）との相殺 △519,467千円

　繰延税金資産合計 97,028千円
　
　繰延税金負債

　その他有価証券評価差額金 △647,943千円

　繰延税金資産（固定）との相殺 519,467千円

　繰延税金負債合計 △128,476千円

　差引：繰延税金負債の純額 △31,447千円

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

　繰延税金資産

　減価償却費 55,272千円

　貸倒引当金 6,302千円

　投資有価証券評価損 59,639千円

　関係会社株式評価損 146,425千円

　未払事業税 9,478千円

　未払賞与 33,594千円

　その他 34,164千円

　繰延税金資産小計 344,876千円

　評価性引当額 △44,387千円

　繰延税金負債（固定）との相殺 △1,632千円

　繰延税金資産合計 298,855千円
　
　繰延税金負債

　その他有価証券評価差額金 △1,632千円

　繰延税金資産（固定）との相殺 1,632千円

　繰延税金負債合計  ― 千円

　差引：繰延税金資産の純額 298,855千円

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

　　

法定実効税率 41.0％

 　　(調整)

交際費等永久に損金に算入
されない項目

0.5

住民税均等割等 0.7

受取配当金等益金に算入さ

れない項目 △2.5

その他 △0.9

税効果会計適用後の法人税
等の負担率

38.8％

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

　　

法定実効税率 41.0％

 　　(調整)

交際費等永久に損金に算入
されない項目

0.3

住民税均等割等 0.3

投資有価証券評価損 1.3

その他 1.0

税効果会計適用後の法人税
等の負担率

43.9％

　

　

(企業結合等関係)

第12期(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

　

項目
第11期

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

第12期
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１株当たり純資産額 15,371円95銭 15,344円95銭

１株当たり当期純利益 902円74銭 1,959円70銭

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益 892円71銭 1,952円89銭

(注)　１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであり　

　　　ます。

　

項目
第11期

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

第12期
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１株当たり当期純利益

当期純利益（千円） 464,548 1,009,871

普通株主に帰属しない金額（千円） ― ―

普通株式に係る当期純利益（千円） 464,548 1,009,871

普通株式の期中平均株式数（株） 514,599 515,318

潜在株式調整後１株当たり当期純利益

当期純利益調整額（千円） ― ―

普通株式増加数（株） 5,779 1,798

（うち新株予約権等） 　（5,779） 　（1,798）

希薄化効果を有しないため、潜在株式
調整後１株当たり当期純利益の算定に
含めなかった潜在株式の概要

　当社の発行した新株予約権の当会計年度

末の状況は下記のとおりであります。

　新株予約権等２種類

　株主総会の決議日

　平成13年６月27日

　新株予約権の数　　　　 851個

　株主総会の決議日

　平成17年６月28日

　新株予約権の数　　　 3,899個

当社の発行した新株予約権の当会計年度

末の状況は下記のとおりであります。

　新株予約権等３種類

　株主総会の決議日

　平成13年６月27日

　新株予約権の数　　　　　　 797個

　株主総会の決議日

　平成16年６月28日

　新株予約権の数　　　　　 2,740個

　株主総会の決議日

　平成17年６月28日

　新株予約権の数　　　　　 3,786個

　

　

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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④ 【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

　

銘柄 株式数(株) 貸借対照表計上額(千円)

投資
有価証券

その他
有価証券

株式会社シーエー・モバイル 2,250 900,000

株式会社テレビ東京 34,300 152,292

株式会社まぐクリック 2,001 69,134

株式会社サイバーウィング 940 65,800

株式会社テクノネット 325 55,250

株式会社アイーダ 2,000 50,000

株式会社ＣＧＭマーケティング 680 34,000

株式会社ビデオリサーチ
インタラクティブ

1,572 32,518

北京電翼広告有限公司 ― 16,700

株式会社ＲＳＳ広告社 200 16,000

その他 1,173,465 29,272

小計 1,217,733 1,420,967

計 1,217,733 1,420,967

　

　

【その他】

　

種類及び銘柄 投資口数等（口） 貸借対照表計上額(千円)

有価証券
その他
有価証券

フリー・ファイナンシャル・ファンド 102,930,691 102,930

キャッシュ・リザーブ・ファンド 8,677,671 8,677

マネー・マネジメント・ファンド 1,628,011 1,628

小計 113,236,373 113,236

投資
有価証券

その他
有価証券

（新株予約権）

株式会社クライテリア・コミュニケー
ションズ

22,950 13,897

小計 22,950 13,897

計 113,529,323 127,134
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【有形固定資産等明細表】

　

資産の種類
前期末残高
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(千円)

当期末残高
(千円)

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額(千円)

当期償却額
(千円)

差引当期末
残高
(千円)

有形固定資産

　建物 116,669 ― 14,667102,00122,00613,79279,994

　器具及び備品 134,03418,17111,480140,72576,42029,35664,304

　土地 890 ― ― 890 ― ― 890

　建設仮勘定 ― 1,700 ― 1,700 ― ― 1,700

有形固定資産計 251,59319,87126,147245,31798,42743,148146,890

無形固定資産

　ソフトウェア 809,038592,290132,2261,269,101357,230226,939911,870

　ソフトウェア仮勘定 207,866593,281766,85634,291 ― ― 34,291

　電話加入権 888 ― ― 888 ― ― 888

無形固定資産計 1,017,7941,185,571899,0831,304,281357,230226,939947,051

長期前払費用 34,000146,86734,000146,86752,18130,25594,685

繰延資産

― ― ― ― ― ― ― ―

繰延資産計 ― ― ― ― ― ― ―

(注)　当期増加額のうち主なものは、次のとおりであります。

　　　器具及び備品：サーバー増強、ＰＣ等16,522千円

　　　建設仮勘定：ＩＤ統合システム用サーバー等1,700千円

　　　ソフトウェア：社内システム（新基幹システム以外）10,243千円、社内新基幹システム（AD-SCRUM）の完成に

　　　　　　　　　　よるソフトウェア仮勘定からの振替分580,816千円

　　　ソフトウェア仮勘定：社内新基幹システム（AD-SCRUM）557,122千円、ＩＤ統合システム用ソフトウェア開発

　　　　　　　　　　　　　33,999千円

　　　長期前払費用：ソフトウェア（AdVantage）ライセンス費用146,400千円

　

【引当金明細表】

　

区分
前期末残高
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(目的使用)
(千円)

当期減少額
(その他)
(千円)

当期末残高
(千円)

貸倒引当金 49,702 16,488 47,841 1,860 16,488

(注)　貸倒引当金の当期減少額の「その他」欄の金額は、洗替による戻入及び一部入金によるものであります。
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(2) 【主な資産及び負債の内容】

ａ　資産の部

①　現金及び預金

　

区分 金額(千円)

現金 499

預金の種類

当座預金 1,150

普通預金 76,680

別段預金 2,892

預金計 80,723

合計 81,222

　

②　売掛金

イ　相手先別内訳

　

相手先 金額(千円)

株式会社電通 2,164,605

株式会社オプト 1,659,253

株式会社セプテーニ 777,155

株式会社日本経済社 216,385

トランス・コスモス株式会社 182,231

その他 1,544,631

計 6,544,262

　

ロ　売掛金滞留状況
　

期首残高(千円)

(Ａ)

当期発生高(千円)

(Ｂ)

当期回収高(千円)

(Ｃ)

当期末残高(千円)

(Ｄ)

回収率(％)
(Ｃ)

×100
(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間(日)
(Ａ)＋(Ｄ)
２
(Ｂ)
366

5,533,79840,114,61739,104,1546,544,262 85.7 55.1

(注)　消費税等の会計処理は税抜方式を採用していますが、上記金額には消費税等が含まれております。

　

③　関係会社短期貸付金

　

相手先 金額(千円)

株式会社電通 2,126,568

株式会社クライテリア・コミュニケーションズ 500,000

株式会社スリーピー 50,000

株式会社イース 30,000

計 2,706,568
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④　関係会社株式

　

相手先 金額(千円)

株式会社クライテリア・コミュニケーションズ 1,675,941

株式会社電通イー・リンク 264,000

株式会社クロスウィンド 198,000

株式会社スリーピー 178,950

株式会社電通オペレーション開発 90,250

株式会社インストア・コミュニケーションズ 66,600

その他 365

計 2,474,106

　

ｂ　負債の部

①　買掛金

　

相手先 金額(千円)

ヤフー株式会社 5,102,692

マイクロソフト株式会社 588,223

株式会社ミクシィ 136,170

株式会社日本経済新聞デジタルメディア 108,359

株式会社日経ＢＰ 82,403

その他 1,240,876

合計 7,258,725

　

　

　

(3) 【その他】

該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

株券の種類 1株券　10株券　100株券　1,000株券　10,000株券

剰余金の配当の基準日 ９月30日、３月31日

１単元の株式数 ―

株式の名義書換え

　　取扱場所
東京都中央区八重洲一丁目２番１号
みずほ信託銀行株式会社　本店証券代行部

　　株主名簿管理人
東京都中央区八重洲一丁目２番１号
みずほ信託銀行株式会社

　　取次所
みずほ信託銀行株式会社　全国各支店
みずほインベスターズ証券株式会社　本店及び全国各支店

　　名義書換手数料 無料

　　新券交付手数料 (注)１

端株の買取り

　　取扱場所
東京都中央区八重洲一丁目２番１号
みずほ信託銀行株式会社　本店証券代行部

　　株主名簿管理人
東京都中央区八重洲一丁目２番１号
みずほ信託銀行株式会社

　　取次所
みずほ信託銀行株式会社　全国各支店
みずほインベスターズ証券株式会社　本店及び全国各支店

　　買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

当会社の公告方法は、電子公告とする。ただし、事故その他やむを得ない事由によって
電子公告による公告をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載して行なう。
なお、電子公告は当会社のホームページに記載しており、そのアドレスは次のとおりで
す。
　http://www.cci.co.jp/

株主に対する特典 該当事項はありません。

(注) １　印紙税相当額の手数料及びこれに係る消費税相当額

２　当社は、会社法の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律第86条第１項及び旧商法第220条ノ２第１項に規

定する端株原簿を作成しております。

また、端株主は、剰余金の配当を受ける権利を有しております。

取締役会の決議により、端株主に新株の引受権、新株予約権の引受権、及び新株予約権付社債の引受権を付与

した場合は、その権利を有します。

なお、端株主の剰余金の配当に関する基準日は上記のとおりであります。
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第７ 【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

　

当社には、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

　

　

２【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。

　
　
（1） 有価証券報告書 事業年度 自 平成18年４月１日 　 平成19年６月27日

及びその添付書類 （第11期） 至 平成19年３月31日 関東財務局長に提出

（2） 半期報告書 事業年度 自 平成19年４月１日 平成19年12月18日

（第12期中） 至 平成19年９月30日 関東財務局長に提出
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書

　

平成１９年６月２７日

　

株式会社サイバー・コミュニケーションズ

取締役会　御中

　

　

監査法人　ト　ー　マ　ツ
　

指定社員
業務執行社員 公認会計士 永　　田　　高　　士 ㊞

指定社員
業務執行社員 公認会計士 齋　　藤　　　　　淳 ㊞

　

　

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社サイバー・コミュニケーションズの平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの連

結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結

キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営

者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行

われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、株式会社サイバー・コミュニケーションズ及び連結子会社の平成１９年３月３１日現在の財政状態並

びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点にお

いて適正に表示しているものと認める。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上　

　

　

※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が連結財務諸表に添付する形

で別途保管しております。
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独立監査人の監査報告書

　

平成２０年６月２６日

　

株式会社サイバー・コミュニケーションズ

取締役会　御中

　

　

監査法人　ト　ー　マ　ツ
　

指定社員
業務執行社員 公認会計士 永　　田　　高　　士 ㊞

指定社員
業務執行社員 公認会計士 齋　　藤　　　　　淳 ㊞

　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている株式会社サイバー・コミュニケーションズの平成１９年４月１日から平成２０年３月３１日

までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算

書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行

われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、株式会社サイバー・コミュニケーションズ及び連結子会社の平成２０年３月３１日現在の財政状態並

びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点にお

いて適正に表示しているものと認める。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上　

　

　

※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が連結財務諸表に添付する形

で別途保管しております。
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独立監査人の監査報告書

　

平成１９年６月２７日

　

株式会社サイバー・コミュニケーションズ

取締役会　御中

　

　

監査法人　ト　ー　マ　ツ
　

指定社員
業務執行社員 公認会計士 永　　田　　高　　士 ㊞

指定社員
業務執行社員 公認会計士 齋　　藤　　　　　淳 ㊞

　

　

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社サイバー・コミュニケーションズの平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの第

１１期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表につい

て監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対

する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監

査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた

見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、株式会社サイバー・コミュニケーションズの平成１９年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終

了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上　

　

　

　

※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する形で別

途保管しております。
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独立監査人の監査報告書

　

平成２０年６月２６日

　

株式会社サイバー・コミュニケーションズ

取締役会　御中

　

　

監査法人　ト　ー　マ　ツ
　

指定社員
業務執行社員 公認会計士 永　　田　　高　　士 ㊞

指定社員
業務執行社員 公認会計士 齋　　藤　　　　　淳 ㊞

　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている株式会社サイバー・コミュニケーションズの平成１９年４月１日から平成２０年３月３１日

までの第１２期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細

表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務

諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監

査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた

見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、株式会社サイバー・コミュニケーションズの平成２０年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終

了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上　

　

　

　

※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する形で別

途保管しております。
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